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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
1 第１部　総則

第１章　地域防災計画の概要
第１節　計画の目的及び前提

図表：「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和4年5月発
表）における被害想定

図表：「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和4年5月発
表）における被害想定

より適切な記述に修正

杉並区地域防災計画（令和６年修正）（案）の修正箇所一覧　震災・風水害編【総則・予防対策】

冬・夕方 冬・昼 冬・早朝 冬・夕方 冬・昼 冬・早朝
（人） 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108
（人） 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975

(ｋｍ2) 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1

５強以下 （％） 0 0 0 0 0 0
６弱 （％） 54 54 54 72.2 72.2 72.2
６強 （％） 46 46 46 27.8 27.8 27.8
_７_ （％） 0 0 0 0 0 0

計 （棟） 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614
木造 （棟） 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613
非木造 （棟） 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002

計 （棟） 3,233 3,233 3,233 2,544 2,544 2,544
ゆれ （棟） 3,223 3,223 3,223 2,536 2,536 2,536
液状化 （棟） 10 10 10 8 8 8
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0

計 （棟） 10,676 10,676 10,676 10,046 10,046 10,046
ゆれ （棟） 10,610 10,610 10,610 9,996 9,996 9,996
液状化 （棟） 66 66 66 50 50 50
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0

計 （棟） 2,447 2,447 2,447 2,232 2,232 2,232
ゆれ （棟） 2,424 2,424 2,424 2,214 2,214 2,214
液状化 （棟） 23 23 23 18 18 18
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0

（件） 27 15 11 21 12 9
（棟） 10,645 5,750 4,650 7,900 4,350 3,371
（棟） 10,342 5,588 4,518 7,741 4,270 3,317

計 （人） 316 186 323 239 143 247
ゆれ建物被害 （人） 102 70 195 79 54 152
屋内収容物 （人） 5 5 9 5 5 9
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0
火災 （人） 200 108 120 148 82 87
ブロック塀等 （人） 8 3 0 7 2 0
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0

計 （人） 3,410 2,542 4,138 2,775 2,060 3,478
ゆれ建物被害 （人） 2,139 1,867 3,440 1,786 1,521 2,932
屋内収容物 （人） 128 130 193 129 130 193
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0
火災 （人） 863 452 494 631 333 344
ブロック塀等 （人） 280 93 11 229 76 9
屋外落下物 （人） 1 0 0 0 0 0

計 （人） 566 351 491 432 266 371
ゆれ建物被害 （人） 188 160 306 138 115 229
屋内収容物 （人） 28 28 43 28 28 43
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0
火災 （人） 241 126 138 176 93 96
ブロック塀等 （人） 109 36 4 89 30 4
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0

（人） 255 150 261 193 115 200
（人） 122,469 101,867 97,183 100,623 85,461 81,278
（人） 104,098 86,586 82,605 85,529 72,641 69,086
（人） 51,411 51,411 － 51,411 51,411 －
（人） 415,955 415,955 － 415,955 415,955 －
(台） 791 792 718 711 667 654
（人） 818 713 1,322 631 544 1,028

（万ｔ） 113 100 98 93 84 81
電力 停電率 (%） 14.30% 10.50% 9.70% 10.80% 8.10% 7.40%
通信 不通率 (%） 9.10% 5.00% 4.10% 6.70% 3.80% 3.00%
上水道 断水率 (%） 16.80% 16.80% 16.80% 13.30% 13.30% 13.30%
下水道 管きょ被害率 (%） 4.80% 4.80% 4.80% 4.10% 4.10% 4.10%
ガス 供給停止率 (%） 2.90% 2.90% 2.90% 0.00% 0.00% 0.00%

～3日目 （万食） 50 38 35 40 32 29
4～7日目 （万食） 96 78 74 78 66 62
～3日目 （万L） 25 23 23 19 18 18
4～7日目 （万L） 61 60 60 55 54 54

毛布 必要量 （万枚） 16 14 13 13 11 11
※小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがある。

	多摩東部直下地震 都心南部直下地震

風速８m/s 風速８m/s

原因別建物全壊棟数

単位
項目

風速
想定シーン
夜間人口
昼間人口

面積

震度別面積率

建物棟数

原因別建物半壊棟数

うち、原因別建物
大規模半壊棟数

火災
出火件数

倒壊建物を含む
倒壊建物を含まない

焼失棟数

物資需要量

食料

飲料水

ライフライン被害

要配慮者死者数
避難者発生数

帰宅困難者数
都内滞留者数
閉じ込めにつながり得るｴﾚﾍﾞｰﾀｰ停止台数
自力脱出困難者数
災害廃棄物

避難所避難者数（1日後)

人的被害

死者

う
ち
重
傷
者

負傷者

項目 
単位 

多摩東部直下地震 都心南部直下地震 
風速 風速８m/s 風速８m/s 
想定シーン 冬・夕方 冬・昼 冬・早朝 冬・夕方 冬・昼 冬・早朝 
夜間人口 （人） 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108 
昼間人口 （人） 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975 
面積 (ｋｍ2) 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1 

震度別面積率 

５強以下 （％） 0 0 0 0 0 0 
６弱 （％） 54 54 54 72.2 72.2 72.2 
６強 （％） 46 46 46 27.8 27.8 27.8 
_７_ （％） 0 0 0 0 0 0 

建物棟数 
計 （棟） 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614 
木造 （棟） 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613 
非木造 （棟） 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002 

原因別建物全壊棟数 

計 （棟） 3,233 3,233 3,233 2,544 2,544 2,544 
ゆれ建物被害 （棟） 3,223 3,223 3,223 2,536 2,536 2,536 
液状化 （棟） 10 10 10 8 8 8 
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0 

原因別建物半壊棟数 

計 （棟） 10,676 10,676 10,676 10,046 10,046 10,046 
ゆれ建物被害 （棟） 10,610 10,610 10,610 9,996 9,996 9,996 
液状化 （棟） 66 66 66 50 50 50 
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0 

 うち、原因別建物大
規模半壊棟数 

計 （棟） 2,447 2,447 2,447 2,232 2,232 2,232 
ゆれ建物被害 （棟） 2,424 2,424 2,424 2,214 2,214 2,214 
液状化 （棟） 23 23 23 18 18 18 
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0 

火災 
出火件数 （件） 27 15 11 21 12 9 

焼失棟数 
倒壊建物を含む （棟） 10,645 5,750 4,650 7,900 4,350 3,371 
倒壊建物を含まない （棟） 10,342 5,588 4,518 7,741 4,270 3,317 

人的被害 

死者 

計 （人） 316 186 323 239 143 247 
ゆれ建物被害 （人） 102 70 195 79 54 152 
屋内収容物 （人） 5 5 9 5 5 9 
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0 
火災 （人） 200 108 120 148 82 87 
ブロック塀等 （人） 8 3 0 7 2 0 
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0 

負傷者 

 

計 （人） 3,410 2,542 4,138 2,775 2,060 3,478 
ゆれ建物被害 （人） 2,139 1,867 3,440 1,786 1,521 2,932 
屋内収容物 （人） 128 130 193 129 130 193 
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0 
火災 （人） 863 452 494 631 333 344 
ブロック塀等 （人） 280 93 11 229 76 9 
屋外落下物 （人） 1 0 0 0 0 0 

う
ち
重
傷
者 

計 （人） 566 351 491 432 266 371 
ゆれ建物被害 （人） 188 160 306 138 115 229 
屋内収容物 （人） 28 28 43 28 28 43 
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0 
火災 （人） 241 126 138 176 93 96 
ブロック塀等 （人） 109 36 4 89 30 4 
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0 

要配慮者死者数 （人） 255 150 261 193 115 200 
避難者発生数 （人） 122,469 101,867 97,183 100,623 85,461 81,278 
避難所避難者数（1 日後） （人） 104,098 86,586 82,605 85,529 72,641 69,086 
帰宅困難者数 （人） 51411 51,411 － 51,411 51,411 － 
都内滞留者数 （人） 415,955 415,955 － 415,955 415,955 － 
閉じ込めにつながり得るｴﾚﾍﾞｰﾀｰ停止台数 (台） 791 792 718 711 667 654 
自力脱出困難者数 （人） 818 713 1,322 631 544 1,028 
災害廃棄物 （万ｔ） 113 100 98 93 84 81 

ライフライン被害 

電力 停電率 (%） 14.30% 10.50% 9.70% 10.80% 8.10% 7.40% 
通信 不通率 (%） 9.10% 5.00% 4.10% 6.70% 3.80% 3.00% 
上水道 断水率 (%） 16.80% 16.80% 16.80% 13.30% 13.30% 13.30% 
下水道 管きょ被害率 (%） 4.80% 4.80% 4.80% 4.10% 4.10% 4.10% 
ガス 供給停止率 (%） 2.90% 2.90% 2.90% 0.00% 0.00% 0.00% 

物資需要量 

食料 
～3日目 （万食） 50 38 35 40 32 29 
4～7 日目 （万食） 96 78 74 78 66 62 

飲料水 
～3日目 （万 L） 25 23 23 19 18 18 
4～7 日目 （万 L） 61 60 60 55 54 54 

毛布 必要量 （万枚） 16 14 13 13 11 11 

※小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがある。 
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
2 第１部　総則

第１章　地域防災計画の概要
第１節　計画の目的及び前提

図表：「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和4年5月発
表）における被害想定

図表：「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和4年5月発
表）における被害想定

より適切な記述に修正

3 第１部　総則
第２章　杉並区の概況
第２節 杉並区の人口・生活
環境

２　生活環境
（１）道路（高速道路を除く）
（令和４年４月1日現在）

２　生活環境
（１）道路（高速道路を除く）
（令和4年4月1日現在）

時点更新

4 第１部　総則
第２章　杉並区の概況
第２節　杉並区の人口・生活
環境

（２）河川
（令和5年4月1日現在）

（令和4年4月1日現在） 時点更新

冬・夕方 冬・昼 冬・早朝 冬・夕方 冬・昼 冬・早朝
（人） 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108
（人） 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975

(ｋｍ2) 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1

５強以下 （％） 3.2 3.2 3.2 89.8 89.8 89.8
６弱 （％） 96.1 96.1 96.1 10.2 10.2 10.2
６強 （％） 0.7 0.7 0.7 0 0 0
_７_ （％） 0 0 0 0 0 0

計 （棟） 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614
木造 （棟） 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613
非木造 （棟） 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002

計 （棟） 635 635 635 30 30 30
ゆれ （棟） 626 626 626 26 26 26
液状化 （棟） 8 8 8 4 4 4
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0

計 （棟） 5,125 5,125 5,125 648 648 648
ゆれ （棟） 5,067 5,067 5,067 622 622 622
液状化 （棟） 58 58 58 26 26 26
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0

計 （棟） 994 994 994 97 97 97
ゆれ （棟） 973 973 973 88 88 88
液状化 （棟） 21 21 21 9 9 9
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0

（件） 10 5 3 5 3 2
（棟） 3,814 1,957 1,211 1,986 1,082 670
（棟） 3,786 1,943 1,202 1,984 1,081 669

計 （人） 94 52 70 37 21 19
ゆれ建物被害 （人） 15 9 30 1 1 2
屋内収容物 （人） 6 5 9 0 0 0
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0
火災 （人） 70 36 31 37 20 17
ブロック塀等 （人） 3 1 0 0 0 0
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0

計 （人） 1,177 832 1,385 229 145 178
ゆれ建物被害 （人） 655 538 1,099 66 59 104
屋内収容物 （人） 130 132 195 35 35 50
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0
火災 （人） 283 127 87 128 52 23
ブロック塀等 （人） 108 36 4 0 0 0
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0

計 （人） 166 89 96 38 16 10
ゆれ建物被害 （人） 16 11 27 2 2 3
屋内収容物 （人） 28 29 43 0 0 0
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0
火災 （人） 79 35 24 36 15 6
ブロック塀等 （人） 42 14 2 0 0 0
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0

（人） 76 42 57 30 17 15
（人） 47,322 39,129 35,838 13,592 9,509 7,650
（人） 40,223 33,259 30,462 11,553 8,082 6,502
（人） 51,411 51,411 － 51,411 51,411 －
（人） 415,955 415,955 － 415,955 415,955 －
(台） 572 547 537 314 301 295
（人） 168 150 265 8 7 12

（万ｔ） 40 35 33 9 7 6
電力 停電率 (%） 4.70% 3.20% 2.60% 1.70% 1.00% 0.60%
通信 不通率 (%） 3.20% 1.70% 1.10% 1.70% 0.90% 0.60%
上水道 断水率 (%） 6.70% 6.70% 6.70% 1.20% 1.20% 1.20%
下水道 管きょ被害率 (%） 3.20% 3.20% 3.20% 1.60% 1.60% 1.60%
ガス 供給停止率 (%） 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

～3日目 （万食） 18 14 12 6 4 3
4～7日目 （万食） 37 30 27 11 7 6
～3日目 （万L） 8 8 8 1 1 1
4～7日目 （万L） 19 19 19 1 1 1

毛布 必要量 （万枚） 6 5 5 2 1 1
※小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがある。

人的被害

死者

う
ち
重
傷
者

負傷者

物資需要量

食料

飲料水

ライフライン被害

要配慮者死者数
避難者発生数

帰宅困難者数
都内滞留者数
閉じ込めにつながり得るｴﾚﾍﾞｰﾀｰ停止台数
自力脱出困難者数
災害廃棄物

避難所避難者数（1日後)

原因別建物半壊棟数

うち、原因別建物
大規模半壊棟数

火災
出火件数

倒壊建物を含む
倒壊建物を含まない

焼失棟数

原因別建物全壊棟数

単位
項目

風速
想定シーン
夜間人口
昼間人口

面積

震度別面積率

建物棟数

大正関東地震 立川断層帯地震 

風速８m/s 風速８m/s

項目 
単位 

大正関東地震 立川断層帯地震 
風速 風速８m/s 風速８m/s 
想定シーン 冬・夕方 冬・昼 冬・早朝 冬・夕方 冬・昼 冬・早朝 
夜間人口 （人） 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108 591,108 
昼間人口 （人） 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975 479,975 
面積 (ｋｍ2) 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1 34.1 

震度別面積率 

５強以下 （％） 3.2 3.2 3.2 89.8 89.8 89.8 
６弱 （％） 96.1 96.1 96.1 10.2 10.2 10.2 
６強 （％） 0.7 0.7 0.7 0 0 0 
_７_ （％） 0 0 0 0 0 0 

建物棟数 
計 （棟） 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614 130,614 
木造 （棟） 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613 94,613 
非木造 （棟） 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002 36,002 

原因別建物全壊棟数 

計 （棟） 635 635 635 30 30 30 
ゆれ建物被害 （棟） 626 626 626 26 26 26 
液状化 （棟） 8 8 8 4 4 4 
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0 

原因別建物半壊棟数 

計 （棟） 5,125 5,125 5,125 648 648 648 
ゆれ建物被害 （棟） 5,067 5,067 5,067 622 622 622 
液状化 （棟） 58 58 58 26 26 26 
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0 

  
うち、原因別建物大
規模半壊棟数 

計 （棟） 994 994 994 97 97 97 
ゆれ建物被害 （棟） 973 973 973 88 88 88 
液状化 （棟） 21 21 21 9 9 9 
急傾斜地崩壊 （棟） 0 0 0 0 0 0 

火災 
出火件数 （件） 10 5 3 5 3 2 

焼失棟数 
倒壊建物を含む （棟） 3,814 1,957 1,211 1,986 1,082 670 
倒壊建物を含まない （棟） 3,786 1,943 1,202 1,984 1,081 669 

人的被害 

死者 

計 （人） 94 52 70 37 21 19 
ゆれ建物被害 （人） 15 9 30 1 1 2 
屋内収容物 （人） 6 5 9 0 0 0 
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0 
火災 （人） 70 36 31 37 20 17 
ブロック塀等 （人） 3 1 0 0 0 0 
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0 

負傷者 

  

計 （人） 1,177 832 1,385 229 145 178 
ゆれ建物被害 （人） 655 538 1,099 66 59 104 
屋内収容物 （人） 130 132 195 35 35 50 
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0 
火災 （人） 283 127 87 128 52 23 
ブロック塀等 （人） 108 36 4 0 0 0 
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0 

う
ち
重
傷
者 

計 （人） 166 89 96 38 16 10 
ゆれ建物被害 （人） 16 11 27 2 2 3 
屋内収容物 （人） 28 29 43 0 0 0 
急傾斜地崩壊 （人） 0 0 0 0 0 0 
火災 （人） 79 35 24 36 15 6 
ブロック塀等 （人） 42 14 2 0 0 0 
屋外落下物 （人） 0 0 0 0 0 0 

要配慮者死者数 （人） 76 42 57 30 17 15 
避難者発生数 （人） 47,322 39,129 35,838 13,592 9,509 7,650 
避難所避難者数（1 日後） （人） 40,223 33,259 30,462 11,553 8,082 6,502 
帰宅困難者数 （人） 51,411 51,411 － 51,411 51,411 － 
都内滞留者数 （人） 415,955 415,955 － 415,955 415,955 － 
閉じ込めにつながり得るｴﾚﾍﾞｰﾀｰ停止台数 (台） 572 547 537 314 301 295 
自力脱出困難者数 （人） 168 150 265 8 7 12 
災害廃棄物 （万ｔ） 40 35 33 9 7 6 

ライフライン被害 

電力 停電率 (%） 4.70% 3.20% 2.60% 1.70% 1.00% 0.60% 
通信 不通率 (%） 3.20% 1.70% 1.10% 1.70% 0.90% 0.60% 
上水道 断水率 (%） 6.70% 6.70% 6.70% 1.20% 1.20% 1.20% 
下水道 管きょ被害率 (%） 3.20% 3.20% 3.20% 1.60% 1.60% 1.60% 
ガス 供給停止率 (%） 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

物資需要量 

食料 
～3日目 （万食） 18 14 12 6 4 3 
4～7 日目 （万食） 37 30 27 11 7 6 

飲料水 
～3日目 （万 L） 8 8 8 1 1 1 
4～7 日目 （万 L） 19 19 19 1 1 1 

毛布 必要量 （万枚） 6 5 5 2 1 1 

※小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがある。 
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
5 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第１章　杉並区の基本的責務
と役割
第２節　区、都及び防災機関
の役割

２　東京都関係機関等 ２　東京都関係機関等 東京都地域防災計画に準じた修正

6 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１章　杉並区の基本的責務
と役割
第２節　区、都及び防災機関
の役割

３　指定地方行政機関 ３　指定地方行政機関 時点更新

7 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１章　杉並区の基本的責務
と役割
第２節　区、都及び防災機関
の役割

４　指定公共機関 ４　指定公共機関 時点更新

8 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第１節　現在の到達状況

１　自助による区民の防災力向上
防災対策では、区民一人ひとりによる自助の取組が重要なため、防
災マップをはじめとする様々な媒体（杉並区の防災対策、公開型GIS
「すぎナビ」、東京くらし防災、東京防災等）を通して広報を実施
し、意識啓発を行っている。また、家具類の転倒・落下・移動防止
策の実施、防災訓練への参加、救命講習の受講及び防災教育等を推
進し、自助による区民の防災力向上を図っている。

１　自助による区民の防災力向上
防災対策では、区民一人ひとりによる自助の取組が重要なため、防
災マップをはじめとする様々な媒体（杉並区の防災対策、公開型GIS
「すぎナビ」、東京防災、東京くらし防災等）を通して広報を実施
し、意識啓発を行っている。また、家具類の転倒・落下・移動防止
策の実施、防災訓練への参加、救命講習の受講及び防災教育等を推
進し、自助による区民の防災力向上を図っている。

より適切な記述に修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
9 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第１節　現在の到達状況

３　消防団の活動体制の充実
・被害想定では、焼失棟数が最大約1万棟に上るなど、火災により大
きな被害が発生すると想定されており、初期消火等、消防団の活動
が重要である。
・現在、区内の消防団は、定員750名に対して、現員602名（令和5年
12月1日現在）と不足しており、積極的な広報や勧誘活動により、定
員充足を図り、活動体制を整えることが必要である。

３　消防団の活動体制の充実
・被害想定では、焼失棟数が最大約1万棟に上るなど、火災により大
きな被害が発生すると想定されており、初期消火等、消防団の活動
が重要である。
・現在、区内の消防団は、定員750名に対して、現員593名（令和5年
4月1日現在）と不足しており、積極的な広報や勧誘活動により、定
員充足を図り、活動体制を整えることが必要である。

時点更新

10 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第１節　現在の到達状況

５　ボランティア活動との連携
・救出・救護、初期消火、交通整理、建物の被災状況把握、震災救
援所運営等、発災時には、ボランティアの多岐にわたる活動が期待
される。
・区は、ボランティアが発災時に円滑に活動できる体制づくりとし
て、杉並区社会福祉協議会との協定締結をはじめ、関係機関との連
携により、ボランティアの受入れや活動の調整を行う窓口を開設す
ることとしている。

５　ボランティア活動との連携
・救出・救護、初期消火、交通整理、建物の被災状況把握、震災救
援所運営等、発災時には、ボランティアの多岐にわたる活動が期待
される。
・消防署は、消防団・災害時支援ボランティア等と協働した救命講
習会を実施している。
・区は、ボランティアが発災時に円滑に活動できる体制づくりとし
て、杉並区社会福祉協議会との協定締結をはじめ、関係機関との連
携により、ボランティアの受入れや活動の調整を行う窓口を開設す
ることとしている。

同内容が別の箇所で記載されているため削除

11 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第２節　課題

３　消防団の活動体制
・被害想定では、焼失棟数が最大約1万棟に上るなど、火災により大
きな被害が発生すると想定されており、初期消火等、消防団の活動
が重要である。
・現在、区内の消防団は、定員750名に対して、現員602名（令和5年
12月1日現在）と不足しており、積極的な広報や勧誘活動により、定
員充足を図り、活動体制を整えることが必要である。

３　消防団の活動体制
・被害想定では、焼失棟数が最大約1万棟に上るなど、火災により大
きな被害が発生すると想定されており、初期消火等、消防団の活動
が重要である。
・現在、区内の消防団は、定員750名に対して、現員593名（令和5年
4月1日現在）と不足しており、積極的な広報や勧誘活動により、定
員充足を図り、活動体制を整えることが必要である。

時点更新

第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

より適切な記述に修正12
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

時点更新

13 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

≪消防署≫
・幼児期から教育機関等と連携した総合防災教育を推進する。
・児童生徒に対しては、「はたらく消防の写生会」の開催や防火ポ
スターの募集を行うとともに、総合防災教育の推進と普及を図り、
防災知識の向上を図っていく。
・地域住民に対しては、町会・自治会を単位とした講演会・映画会
等を開催するとともに、地震災害や風水害等に対する区民、事業所
等の地域の取組に対し、優良な事例について「地域の防火防災功労
賞制度」により表彰することで、防災に対する意識啓発を行う。
・防災市民組織、女性防火組織、消防少年団等の育成に努め、それ
ぞれにあわせた防火教育を推進するとともに、都民防災教育セン
ター等を拠点とし、発達段階に応じた総合防災教育を推進すること
で、防災意識と防災行動力の向上を図る。
・ホームページやSNSによる情報発信を行う。
・各家庭を訪問し、防火防災上の安全性の確認や住宅用防災機器の
設置等に関する指導助言を行う「防火防災診断」及び要配慮者を対
象とする「住まいの防火防災診断」を実施する。
・デジタルコンテンツを活用したリモート防災学習教材の整備・充
実を図る。
・長周期地震動に関する防火防災対策の普及啓発を実施する。

≪消防署≫
・児童生徒に対しては、「はたらく消防の写生会」の開催や防火ポ
スターの募集を行うとともに、総合防災教育の推進と普及を図り、
防災知識の向上を図っていく。
・地域住民に対しては、町会・自治会を単位とした講演会・映画会
等を開催するとともに、地震災害や風水害等に対する区民、事業所
等の地域の取組に対し、優良な事例について「地域の防火防災功労
賞制度」により表彰することで、防災に対する意識啓発を行う。
・防災市民組織、女性防火組織、消防少年団等の育成に努め、それ
ぞれにあわせた防火教育を推進するとともに、都民防災教育セン
ター等を拠点とし、発達段階に応じた総合防災教育を推進すること
で、防災意識と防災行動力の向上を図る。
・防火防災診断、ホームページやSNSによる情報発信を行う。
・デジタルコンテンツを活用したリモート防災学習教材の整備・充
実を図る。

東京都地域防災計画に準じた修正

14 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

時点更新

12
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
15 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

東京都地域防災計画に準じた修正

16 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

時点更新

17 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（２）在住外国人及び外国人旅行者等への防災知識の普及を推進
区は、区内在住等の外国人に対し、多言語表記による防災ガイド
ブックや防災マップを作成・配布するほか、杉並区交流協会と連携
を強化して、ピクトグラムや「やさしい日本語」を活用し、分かり
やすい防災知識の普及を図っていく。併せて、外国人が多く集まる
場所等での防災訓練や防災講座の実施、都が作成する防災に関する
多言語動画を活用した啓発活動など、平時から地域と在住外国人が
交流できる場を創設し、外国人が共助の担い手にもなり得ることに
留意して、お互い顔の見える関係性を構築していく。

（２）在住外国人及び外国人旅行者等への防災知識の普及を推進
区は、区内在住等の外国人に対し、杉並区交流協会と連携を強化し
て、ピクトグラムや「やさしい日本語」を活用した、外国人にも分
かりやすい防災訓練や防災講座を実施する。併せて、多言語対応の
防災ガイドブックや防災マップなどを活用し、外国人が共助の担い
手にもなり得ることに留意して防災知識の普及を図る。また、都が
作成する防災に関する多言語動画を活用し、外国人が多く集まる場
所等で、情報提供、外国人との交流、相互理解を図る。

より適切な記述に修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
18 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　消防団の活動体制の充実
３－１　現況
区内の消防団は、杉並消防団と荻窪消防団の2団16分団で、定数750
名に対し現員は602名である （令和5年12月1日現在）。常時定数を
充足させるために、積極的に消防団員の募集活動を行っている。こ
れらの消防団は、震災時には消防署と連携し消防活動にあたるとと
もに、平常時は地域住民への訓練指導を行うなど、地域防災の中核
として重要な役割を担っている。
このため、震災時の活動に対応できるよう、震災対策重点地域及び
火災危険度の高い地域を優先的に、可搬ポンプ積載車（緊急車）、
可搬ポンプ、防災資器材格納庫を整備するとともに、新たに簡易救
助器具を配備し、救助能力等活動体制の強化を図っている。令和5年
12月31日時点における格納庫の整備状況は、杉並消防団37か所、荻
窪消防団15か所である。
さらに、地域の指導者としての適切な指導を行うために必要な教育
訓練用資機材を整備するほか、区としても消防団の装備等を助成
し、その強化を図っている。

３　消防団の活動体制の充実
３－１　現況
区内の消防団は、杉並消防団と荻窪消防団の2団16分団で、定数750
名に対し現員は593名である （令和5年4月1日現在）。常時定数を充
足させるために、積極的に消防団員の募集活動を行っている。これ
らの消防団は、震災時には消防署と連携し消防活動にあたるととも
に、平常時は地域住民への訓練指導を行うなど、地域防災の中核と
して重要な役割を担っている。
このため、震災時の活動に対応できるよう、震災対策重点地域及び
火災危険度の高い地域を優先的に、可搬ポンプ積載車（緊急車）、
可搬ポンプ、防災資器材格納庫を整備するとともに、新たに簡易救
助器具を配備し、救助能力等活動体制の強化を図っている。平成25
年3月31日時点における格納庫の整備状況は、杉並消防団37か所、荻
窪消防団15か所である。
さらに、地域の指導者としての適切な指導を行うために必要な教育
訓練用資機材を整備するほか、区としても消防団の装備等を助成
し、その強化を図っている。

時点更新

19 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３－２　取組内容
・消防署では、女性、学生などの対象に応じたリーフレットや消防
団を紹介するホームページの活用など、多様な手法で消防団をPR
し、入団等を促進し、新入団員への入団教育を充実させ、災害活動
技能の早期習得を図る。
・震災時の火災対応や救助活動を実施するため、消防団活動の拠点
となる分団本部施設の整備をはじめ、活動に必要な資機材や可搬ポ
ンプ積載車（緊急自動車）等を整備する。
・大規模災害団員などの制度を活用して更なる防災体制を強化す
る。
・教育訓練の推進による消防団員の応急救護技能の向上を図る。
・各種資機材やマニュアル等を活用して地域特性に応じた教育訓練
を実施し、災害活動能力及び安全管理能力の向上を図るとともに、
消防団員への訓練にe-ラーニングを活用するなど、能力開発の促進
を図る。
・消防団員が有している重機操作、自動車等運転の各種資格を震災
等の大規模災害時に有効に活用できるよう訓練を推進する。
・消防団の活動等に係る自主学習用教材を活用するなど、団員の生
活に配慮した訓練方法により、団員の仕事や家庭との両立を図る。
・地域住民等に対する防火防災教育訓練を通じて消防団と地域住民
等との連携を強化し、地域防災力の向上を図る。
・消防団に積極的に協力している事業所を「消防団協力事業所」と
して認定し、地域防災体制の一層の充実を図る。
・区は、分団本部施設（延べ面積80㎡以上）のない消防分団に対し
て、待機場所取得に向けてバックアップしていくとともに、発災時
においては区立施設を臨時待機場所として提供することについて、
消防署と検討を進めていく。

３－２　取組内容
・消防署では、女性、学生などの対象に応じたリーフレットや消防
団を紹介するホームページの活用など、多様な手法で消防団をPR
し、入団等を促進し、新入団員への入団教育を充実させ、災害活動
技能の早期習得を図る。
・大規模災害団員などの制度を活用して更なる防災体制を強化す
る。
・教育訓練の推進による消防団員の応急救護技能の向上を図る。
・各種資機材やマニュアル等を活用して地域特性に応じた教育訓練
を実施し、災害活動能力及び安全管理能力の向上を図るとともに、
消防団員への訓練にe-ラーニングを活用するなど、能力開発の促進
を図る。
・消防団員が有している重機操作、自動車等運転の各種資格を震災
等の大規模災害時に有効に活用できるよう訓練を推進する。
・消防団の活動等に係る自主学習用教材を活用するなど、団員の生
活に配慮した訓練方法により、団員の仕事や家庭との両立を図る。
・消防団に積極的に協力している事業所を「消防団協力事業所」と
して認定し、地域防災体制の一層の充実を図る。
・区は、分団本部施設（延べ面積80㎡以上）のない消防分団に対し
て、待機場所取得に向けてバックアップしていくとともに、発災時
においては区立施設を臨時待機場所として提供することについて、
消防署と検討を進めていく。

東京都地域防災計画に準じた修正

20 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

４－３　事業所防災体制の強化
事業所において使用される火気及び危険物などは、一般家庭より規
模が大きく、発災の危険あるいは地域に与える影響が大きいと予想
される。消防署では、事業所に対し、事業所防災計画の作成促進を
目的とした冊子を配布し、東京都震災対策条例第10条及び第11 条に
基づく事業所防災計画の作成を指導し、事業所の自主防災体制の充
実強化を図る。

４－３　事業所防災体制の強化
事業所において使用される火気及び危険物などは、一般家庭より規
模が大きく、発災の危険あるいは地域に与える影響が大きいと予想
される。消防署では、東京都震災対策条例に基づき、事業所防災計
画の作成等による防災体制の整備に努めてきたところであるが、全
事業所に対してリーフレット配布及び危険物取扱者等の講習等を通
じて、事業所の防災体制の強化に努める。

東京都地域防災計画に準じた修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
21 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（２）自衛消防隊の設置
消防署は、防火防災管理者をおかなければならない事業所に対し
て、自衛消防組織の編成を指導する。一定以上の規模の事業所につ
いては、火災予防条例に基づき消防資機材を装備した自衛消防隊の
設置、隊員講習等の指導、救命講習の受講を促進し、事業所自らの
消火・救出・救護活動能力の向上を図っている。
・ 自衛消防組織の設置義務のある事業所
消防法第８条の２の５により一定規模以上の事業所は、自衛消防組
織の設置が義務づけられている。
この規定に基づき設置された自衛消防組織が災害時に効果的な対応
ができるように組織行動力の育成を推進する。
・ 防災管理者の選任を要する事業所
消防法第36条により、防災に関する消防計画に基づく自衛消防隊の
編成、避難訓練の実施などが規定されている。
この規定に基づき編成された自衛消防隊が災害時に効果的な対応が
できるように組織行動力の育成を推進する。
・ 自衛消防活動中核要員の配置義務のある事業所
ａ ホテル、旅館、百貨店など多数の収容人員を有する一定規模以上
の 事業所は、火災予防条例（昭和37年東京都条例第65号）第55 条
の５により、自衛消防技術認定証を有する者のうちから、自衛消防
活動の中核となる要員（自衛消防活動中核要員）を配置することが
義務付けられている。
ｂ 震災時には、自衛消防活動の知識・技術を持つ自衛消防活動中核
要員が中心となって活動することが有効である。このことから、自
衛消防活動中核要員を中心とした自衛消防訓練等の指導を推進す
る。
ｃ 自衛消防活動中核要員の装備として、ヘルメット、照明器具等の
ほか、携帯用無線機等や震災時等にも有効なバールその他の救出器
具、応急 手当用具の配置を推進する。

（２）自衛消防隊の設置
消防署は、防火防災管理者をおかなければならない事業所に対し
て、自衛消防組織の編成を指導する。一定以上の規模の事業所につ
いては、火災予防条例に基づき消防資機材を装備した自衛消防隊の
設置、隊員講習等の指導、救命講習の受講を促進し、事業所自らの
消火・救出・救護活動能力の向上を図っている。

東京都地域防災計画に準じた修正

22 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（２）東京消防庁災害時支援ボランティア
・災害時における消防隊の現場活動の支援として、応急救護をはじ
め、専門的な知識技術を有するボランティア活動の協力を得るた
め、杉並・荻窪消防署は、事前に登録した杉並、荻窪消防ボラン
ティアの受入体制を確立するとともに、指導育成を図る。
・東京消防庁災害時支援ボランティアは、災害時における消防隊の
現場活動を支援するため、消防署に事前登録しているボランティア
であり、区内では、杉並消防署81名、荻窪消防署29名、合計110名が
登録している。（令和5年12月1日時点）

（２）東京消防庁災害時支援ボランティア
・災害時における消防隊の現場活動の支援として、応急救護をはじ
め、専門的な知識技術を有するボランティア活動の協力を得るた
め、杉並・荻窪消防署は、事前に登録した杉並、荻窪消防ボラン
ティアの受入体制を確立するとともに、指導育成を図る。
・東京消防庁災害時支援ボランティアは、災害時における消防隊の
現場活動を支援するため、消防署に事前登録しているボランティア
であり、区内では、杉並消防署391名、荻窪消防署256名、合計647名
が登録している。

時点更新

23 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

ウ　エレベーター内の一時的な滞在環境の整備
区は、エレベーター内で閉じ込めが発生した場合に備え、震災時に
重要な防災拠点施設となる区有施設に、簡易トイレや飲料水等を備
蓄したエレベーターキャビネットの設置を行う。

ウ　エレベーター内の一時的な滞在環境の整備
区は、エレベーター内で閉じ込めが発生した場合に備え、簡易トイ
レや飲料水等を備蓄したエレベーターチェアの設置等を含む対策を
検討する。

より適切な記述に修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
24 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

２－５　社会公共施設等の応急危険度判定実施体制の整備
（１）対象となる社会公共施設等
区施設、民間が整備する医療機関、学校、老人ホーム等の建築物の
うち、社会公共施設等を対象とする。なお、社会公共施設等とは、
災害対策本部が設置される庁舎の他、震災救援所に指定している学
校施設等、福祉救援所に指定している社会福祉施設等、災害拠点病
院等に指定されている医療機関等、防災上特に重要な建築物等を総
称している。

２－５　社会公共施設等の応急危険度判定実施体制の整備
（１）対象となる社会公共施設等
区施設、民間が整備する医療機関、学校、老人ホーム等の建築物の
うち、社会公共施設等を対象とする。なお、社会公共施設等とは、
災害対策本部が設置される庁舎の他、震災救援所に指定している学
校施設等、福祉救援所に指定している社会福祉施設等、災害拠点病
院等に指定されている医療機関等、防災上特に重要な建築物及び応
急仮設住宅となりうる区営住宅等を総称している。

より適切な記述に修正

25 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　液状化、長周期地震動への対策の強化
３－１　液状化対策の強化
（１）対策内容

３　液状化、長周期地震動への対策の強化
３－１　液状化対策の強化
（１）対策内容

同内容が別の箇所で記載されているため削除

26 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３－２　長周期地震動対策の強化（建物所有者等への対策の推進）
≪区≫
超高層建築物等について、国の対策の決定後、東京都と連携して、
建物の特性に適した補強方法の事例や家具転倒防止対策などを、建
物所有者等に対し情報提供する。
≪消防署≫
・屋外タンク貯蔵所の浮き屋根等の耐震基準への適正な維持・管理
適合指導を行う。
・長周期地震動の危険性や、家具の転倒・落下・移動防止措置等の
重要性を広く都民や事業者に周知する。

３－２　長周期地震動対策の強化（建物所有者等への対策の推進）
超高層建築物等について、国の対策の決定後、東京都と連携して、
建物の特性に適した補強方法の事例や家具転倒防止対策などを、建
物所有者等に対し情報提供する。

東京都地域防災計画に準じた修正

27 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

カ　感震ブレーカー設置支援事業の拡充
区は、電気火災を防止するため、感震ブレーカー設置支援事業を
行っている。さらなる出火防止対策のため、火災危険度の高い地域
に対する感震ブレーカー設置支援事業の拡充などを行い、震災時の
電気火災対策を強化する。

カ　感震ブレーカー設置支援事業の周知
区は、感震ブレーカーの設置を支援するため、感震ブレーカー設置
支援事業による設置助成制度の一層の周知を図ることで、震災時の
通電火災の予防を促進する。

より適切な記述に修正

28 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

図表：消防車両の内訳 図表：消防車両の内訳 時点更新
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
29 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

ウ　消防水利の整備(令和5年12月1日時点)
・東京消防庁では、震災時の同時多発火災や市街地大火に備え、
都、区及び関係機関と連携して、多角的な方策による消防水利の整
備促進を図るため、次の項目を推進する。
〇耐震性を有する防火水槽や巨大水利としての深井戸等の整備を推
進し、消防水利が不足する地域に対し、都や区と連携した水利整備
の推進に努める。
〇経年防火水槽の耐震力を強化し、震災時の消防水利を確保する。
〇木造住宅密集地域等の道路狭あい地域に設置されている消火栓・
排水栓等の水道施設について、都水道局と連携して、自主防災組織
等が初期消火に使用する水源として活用を図る。
〇防火水槽の鉄蓋を軽可搬ポンプの吸管が容易に投入できるように
改良し、自主防災組織等が利用しやすい防火水槽を整備する。
〇民間の建設工事に併せて消防水利を設置した場合に、一定の条件
の下に補助金を交付することにより、消防水利の整備促進を図る。
〇区が公共施設及び特殊建築物を整備する時には、東京都震災対策
条例第27条に基づき、防火水槽等の確保に努める。また、民間の開
発事業等に際しては、都市計画法の開発行為に伴う協議や、各区に
おける宅地開発等に関する条例及び指導要綱に基づき防火水槽等の
確保に努める。

ウ　消防水利の整備(令和3年1月末時点)
・東京消防庁では、震災時の同時多発火災に対処するため、消防水
利が不足する地域に対し、多角的な方策による消防水利の整備促進
を図るため、次の項目を推進する。
〇経年防火水槽の耐震力を強化し、震災時の消防水利を確保する。
〇木造住宅密集地域等の道路狭あい地域に設置されている消火栓・
排水栓等の水道施設について、都水道局と連携して、自主防災組織
等が初期消火に使用する水源として活用を図る。
〇防火水槽の鉄蓋を軽可搬ポンプの吸管が容易に投入できるように
改良し、自主防災組織等が利用しやすい防火水槽を整備する。
〇民間の建設工事に併せて消防水利を設置した場合に、一定の条件
の下に補助金を交付することにより、消防水利の整備促進を図る。
〇区が公共施設及び特殊建築物を整備する時には、東京都震災対策
条例第27条に基づき、防火水槽等の確保に努める。また、民間の開
発事業等に際しては、都市計画法の開発行為に伴う協議や、各区に
おける宅地開発等に関する条例及び指導要綱に基づき防火水槽等の
確保に努める。

東京都地域防災計画に準じた修正

30 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

・区における消防水利の整備状況は次のとおりである。 ・区における消防水利の整備状況は次のとおりである。 時点更新

31 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

エ　消防団の体制強化
・杉並消防団及び荻窪消防団は、震災時には消防署隊と連携し消防
活動にあたるとともに、平常時は地域住民への訓練指導を行うな
ど、地域防災の中核として重要な役割を担っている。このため、震
災時の活動に対応できるよう、震災対策重点地域及び火災危険度の
高い地域を優先的に、可搬ポンプ積載車（緊急車）、可搬ポンプ、
防災資機材格納庫を整備するとともに、新たに簡易救助器具を配備
し、救助能力等活動体制の強化を図っている。令和5年12月1日時点
における格納庫

エ　消防団の体制強化
・杉並消防団及び荻窪消防団は、震災時には消防署隊と連携し消防
活動にあたるとともに、平常時は地域住民への訓練指導を行うな
ど、地域防災の中核として重要な役割を担っている。このため、震
災時の活動に対応できるよう、震災対策重点地域及び火災危険度の
高い地域を優先的に、可搬ポンプ積載車（緊急車）、可搬ポンプ、
防災資機材格納庫を整備するとともに、新たに簡易救助器具を配備
し、救助能力等活動体制の強化を図っている。平成25年3月31日時点
における格納庫

時点更新

32 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

オ　毒物・劇物取扱施設の安全化 オ　毒物・劇物取扱施設の安全化 組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
33 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

キ　放射線等使用施設の安全化
・放射性物質等のうち核物質の保管状況等の情報については、「核
原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき、
国が把握しているが、治安対策上の理由から国からの情報提供は行
われていない。都では、火災予防条例に基づく届出により東京消防
庁が消防活動に必要な情報を把握しており、関係機関において、必
要な情報の共有を図っていく。

キ　放射線等使用施設の安全化
・放射性物質等のうち核物質の保管状況等の情報については、「核
原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき、
国が把握しているが、治安対策上の理由から国からの情報提供は行
われていない。都では、火災予防条例に基づく届出により東京消防
庁が消防活動に必要な情報を把握しており、関係機関において、必
要な情報の共有を図っていく。

組織改正に伴い修正

34 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第３章　安全な都市づくりの
実現
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

オ　毒物・劇物取扱施設の安全化
≪区、都保健医療局≫
・都保健医療局及び区は、危害の未然防止のため、所管する毒物・
劇物取扱施設への立入検査を実施するほか、講習会等を開催し、保
守点検等の励行、事故発生時の対応措置及び定期的防災訓練の実施
等を指導する。
・都保健医療局及び区は、震災時の安全性の確保のため、危害防止
規定等の作成状況を確認し、未作成の場合は作成を指導する。

オ　毒物・劇物取扱施設の安全化
≪区、都福祉保健局≫
・都福祉保健局及び区は、危害の未然防止のため、所管する毒物・
劇物取扱施設への立入検査を実施するほか、講習会等を開催し、保
守点検等の励行、事故発生時の対応措置及び定期的防災訓練の実施
等を指導する。
・都福祉保健局及び区は、震災時の安全性の確保のため、危害防止
規定等の作成状況を確認し、未作成の場合は作成を指導する。

組織改正に伴い修正

35 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第３章　安全な都市づくりの
実現
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

キ　放射線等使用施設の安全化
≪都保健医療局≫
RI使用医療機関で、被害が発生した場合には、4人を1班とするRI管
理測定班を編成し、漏えい放射線の測定、危険区域の設定、立入禁
止措置を行うなど、地域住民の不安除去に努める。
≪都総務局≫≪都保健医療局≫≪都産業労働局≫
・RIによる、環境汚染に伴う被ばく及び医療、職業上の被ばく等の
放射線障害に関する対策を検討するため、都総務局は、RI対策会議
を設置し、監視体制の強化、法制上の問題、災害時の安全対策等に
ついて協議を行う。
・必要に応じ国の関係省庁に監視指導体制の強化を要望するととも
に、関係各局がそれぞれのRI対策を推進する。

キ　放射線等使用施設の安全化
≪都福祉保健局≫
RI使用医療機関で、被害が発生した場合には、4人を1班とするRI管
理測定班を編成し、漏えい放射線の測定、危険区域の設定、立入禁
止措置を行うなど、地域住民の不安除去に努める。
≪都総務局≫≪都福祉保健局≫≪都産業労働局≫
・RIによる、環境汚染に伴う被ばく及び医療、職業上の被ばく等の
放射線障害に関する対策を検討するため、都総務局は、RI対策会議
を設置し、監視体制の強化、法制上の問題、災害時の安全対策等に
ついて協議を行う。
・必要に応じ国の関係省庁に監視指導体制の強化を要望するととも
に、関係各局がそれぞれのRI対策を推進する。

組織改正に伴い修正

36 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第３章　安全な都市づくりの
実現
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（１）対策内容と役割分担
関係官庁による危険物積載車両の路上取締りを毎年定期的に実施す
るとともに、常置場所においても立入検査を実施し、構造設備等の
保安・管理の徹底を図る。また、輸送車両の事故を想定した訓練を
実施し保安意識の高揚に努める。

（１）対策内容と役割分担
関係官庁による危険物積載車両の路上取締りを毎年定期的に実施す
るとともに、常置場所においても立入検査を実施し、構造設備等の
保安・管理の徹底を図る。また、輸送車両の事故を想定した訓練を
実施し保安意識の高揚に努める。

組織改正に伴い修正

37 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第３章　安全な都市づくりの
実現
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

≪都保健医療局≫≪区≫
毒物・劇物運搬車両の路上点検及び集積する場所での監視を行い、
法令基準に適合するように指導取締りを行う。要届出毒物・劇物運
送業者の所有する毒物・劇物運搬車両の検査の徹底に努めるととも
に、関係機関との連絡通報体制を確立する。

≪都福祉保健局≫≪区≫
毒物・劇物運搬車両の路上点検及び集積する場所での監視を行い、
法令基準に適合するように指導取締りを行う。要届出毒物・劇物運
送業者の所有する毒物・劇物運搬車両の検査の徹底に努めるととも
に、関係機関との連絡通報体制を確立する。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
38 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

２　ライフライン等の確保
都は、ライフラインについては、水道管路の耐震継手化、下水道管
とマンホールの接続部の耐震化やマンホールの浮上抑制対策を進め
ている。また、電気、ガス、通信については、各事業者において、
送配電線のネットワーク化、地震計や安全装置付ガスメーターの設
置、電気通信設備等の防災設計といった取組が進められている。
・震災時のトイレ機能を確保するため、震災救援所や災害拠点病院
などの施設から排水を受け入れる下水道管の耐震化完了（平成25年
度末）
・重要施設（避難所や主要な駅）への供給ルートの耐震継手化を概
成（令和4年度末）
・水道管路の耐震継手率50%（令和4年度末）

２　ライフライン等の確保
都は、ライフラインについては、水道管路の耐震継手化、下水道管
とマンホールの接続部の耐震化やマンホールの浮上抑制対策を進め
ている。また、電気、ガス、通信については、各事業者において、
送配電線のネットワーク化、地震計や安全装置付ガスメーターの設
置、電気通信設備等の防災設計といった取組が進められている。
・震災時のトイレ機能を確保するため、震災救援所や災害拠点病院
などの施設から排水を受け入れる下水道管の耐震化完了（平成25年
度末）
・水道管のダクタイル鋳鉄管への取替えをほぼ完了（平成22年3月）
・水道管路の耐震継手率45%（令和元年度末）

時点更新

39 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

１－２　道路施設
道路は、都市を支える施設であるとともに、震災時には、避難及び
応急対策を実施するうえで重要な役割を担っている。このため、各
道路管理者は、道路、橋梁の耐震性の強化や防災施設の整備を図っ
ている。

１－２　道路施設
道路は、都市を支える施設であるとともに、震災時には、避難及び
応急対策を実施するうえで重要な役割を担っている。このため、各
道路管理者は、道路、橋梁の耐震性の強化や防災施設の整備を図っ
てきたところであるが、今後、さらに道路施設の安全化を推進す
る。

より適切な記述に修正

40 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（１）事業計画 （１）事業計画 より適切な記述に修正

41 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

時点更新

42 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

１－３　橋梁の整備
区内の橋梁は、河川に架かるもののほか、立体交差橋、横断歩道橋
等を合わせ205橋あるが、これを管理者別にみると、国道橋（国管
理）12橋、都道橋（都管理）68、区道橋（区管理）119橋となってい
る。その他に公園橋等（都・区公園管理橋、都住宅管理橋、都下水
道管理橋、区教育委員会管理橋、京王電鉄管理橋等）17橋、高速道
路の橋脚として、首都高速道路201基、中日本高速道路95基がある。

１－３　橋梁の整備
区内の橋梁は、河川に架かるもののほか、立体交差橋、横断歩道橋
等を合わせ205橋あるが、これを管理者別にみると、国道橋（国管
理）12橋、都道橋（都管理）67、区道橋（区管理）119橋となってい
る。その他に公園橋等（都・区公園管理橋、都住宅管理橋、都下水
道管理橋、区教育委員会管理橋、京王電鉄管理橋等）17橋、高速道
路の橋脚として、首都高速道路201基、中日本高速道路95基がある。

時点更新

12



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
43 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

より適切な記述に修正

45 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

ウ　バックアップ機能の強化
震災などで個別の施設が停止しても給水が継続できるよう、導水施
設の二重化、広域的な送水管のネットワーク化などを進め、水道施
設全体としてのバックアップ機能を強化する

ウ　バックアップ機能の強化
震災などで浄水場等の機能が停止しても可能な限り給水できるよ
う、広域的な送配水管のネットワーク化を進めていくとともに、特
に重要な幹線については二重化を進めるなど、水道施設全体のより
一層のバックアップ機能の強化を図ることとしている。

東京都地域防災計画に準じた修正

46 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

６　下水道
（１）施設の現況
杉並区における下水道施設は令和4年度末で、管延長が826.1km、人
孔が24,486か所、公共汚水桝119,201か所である。これら下水道施設
の能力は、1時間50mm降雨に対応できるよう整備を推進している。

６　下水道
（１）施設の現況
杉並区における下水道施設は令和3年度末で、管延長が825.2km、人
孔が24,484か所、公共汚水桝118,803か所である。これら下水道施設
の能力は、1時間50mm降雨に対応できるよう整備を推進している。

時点更新

47 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

エ　停電時などの非常時においても下水道機能を維持
停電時などの非常時においても下水道機能の維持に必要な電力を確
保するため、非常用発電設備を全ての施設に設置したが、一部の施
設では必要な電力が確保できていないため、非常用発電設備をさら
に整備する。また、太陽光発電設備の導入拡大や老朽化NaS電池の再
構築を進めるとともに、灯油と都市ガスのどちらでも運転可能な
デュアルフューエル発電設備を導入するなど、電源と燃料の多様化
を推進する。

エ　停電時などの非常時においても下水道機能を維持
停電時などの非常時においても下水道機能の維持必要な電力を確保
するため、非常用発電設備を全ての施設に設置したが、一部の施設
では必要な電力が確保できていないため、非常用発電設備をさらに
整備する。また、太陽光発電設備の導入拡大や老朽化NaS電池の再構
築を進めるとともに、灯油と都市ガスのどちらでも運転可能なデュ
アルフューエル発電設備を導入するなど、電源と燃料の多様化を推
進する。

脱字修正

48 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（２）設備の予防強化
・電力系統は、発電所から連係する放射状の送電線からの電力供給
を、首都圏の周囲に張り巡らした二重三重の環状の送電線で一旦受
け止め、そこから網の目のようなネットワークを使い電力供給する
よう構成されている。
・送電線は変電所で接続変更できるため、万一、一つの送電ルート
が使用できなくなっても、別のルートから速やかに送電することが
できる。
・電気の供給信頼度の一層の向上を図るため、災害時においても、
系統の切り替え等により、早期に停電が解消できるよう系統連携の
強化に努める。

（２）設備の予防強化
ア　業務設備
・要員の確保
・防火、防水、救命用具の点検整備　　・非常持出品の搬出準備
・防火扉の開閉点検　・建物の補強
・建物中の設備並びに資材等の補強及び損害防止　・排水設備の点
検整備
イ　変電設備、配電設備
・工事中又は仮工事中のものは、速やかに本工事を完了するか補強
又は応急措置を講ずる。
・非常災害時の運転、保守、操作の規定による。

東京都地域防災計画に準じた修正

49 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

７－２　ガス施設
（１）施設の現況
ガスを供給する主要施設は、製造施設であるLNG基地が4か所、ホル
ダーのある整圧所が12か所と、導管〔総延長 63,189km〕（令和5年3
月末現在）からなる。

７－２　ガス施設
（１）施設の現況
ガスを供給する主要施設は、製造施設であるLNG基地が4か所、ホル
ダーのある整圧所が12か所と、導管〔総延長 64,545km〕（令和2年3
月末現在）からなる。

時点更新
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
50 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（２）施設の安全化対策 （２）施設の安全化対策 時点更新

51 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

８　エネルギーの確保
（１）対策内容と役割分担

８　エネルギーの確保
（１）対策内容と役割分担

時点更新

52 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

≪都住宅政策本部≫
・停電時に水の供給やエレベーターの運転に必要な最小限の電源確
保（ハード対策）や、防災マニュアルを策定し、居住者共同で様々
な防災活動を行う取組（ソフト対策）によって、災害時でも生活継
続しやすいマンション（東京とどまるマンション）の普及を促進す
る。具体的には、「東京とどまるマンション情報登録・閲覧制度」
により、都のホームページ上で登録住宅の情報について公表し、東
京とどまるマンションを周知するとともに、登録を促進する。

≪都都市整備局≫
・停電時に水の供給やエレベーターの運転に必要な最小限の電源確
保（ハード対策）や、防災マニュアルを策定し、居住者共同で様々
な防災活動を行う取組（ソフト対策）によって、災害時でも生活継
続しやすいマンション（東京とどまるマンション）の普及を促進す
る。具体的には、「東京とどまるマンション情報登録・閲覧制度」
により、都のホームページ上で登録住宅の情報について公表し、東
京とどまるマンションを周知するとともに、登録を促進する。

組織改正に伴い修正

53 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第４章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

≪区≫
ア　防災拠点における多様な電力の確保
・震災救援所である小中学校等39施設に太陽光発電機器と蓄電池を
設置し、災害に伴う系統電力停電時においても必要最低限の電力を
確保した。なお、太陽光発電機器を設置していない震災救援所につ
いては、電力の確保のためポータブル蓄電池の配備を行う。また、
今後も、区立施設の大規模改修等に合わせ、自立・分散型電源（太
陽光発電機器、蓄電池等）を設置するとともに、約72時間稼働可能
な非常用発電機の整備を進めていく。

≪区≫
ア　防災拠点における多様な電力の確保
・震災救援所である小中学校等39施設に太陽光発電機器と蓄電池を
設置し、災害に伴う系統電力停電時においても必要最低限の電力を
確保した。今後も、区立施設の大規模改修等に合わせ、自立・分散
型電源（太陽光発電機器、蓄電池等）を設置するとともに、約72時
間稼働可能な非常用発電機の整備を進めていく。

より適切な記述に修正

54 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第５章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　消火・救助・救急活動体制の整備
（１）対策内容と役割分担

３　消火・救助・救急活動体制の整備
（１）対策内容と役割分担

誤記修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
55 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第５章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

≪消防署≫
・消防署は平時の消防力を地震時においても最大限に活用するた
め、過去の主な震災における地震被害状況、活動状況を踏まえた各
種の計画等を策定し、有事即応体制を強化する。
・消防署は、応急手当普及員の要請など、教育訓練の充実を図る。
・消防署は、災害時に、消防団、区民及び事業所が、適切な応急手
当を行える能力を身につけられるよう、応急救護知識及び技術を普
及する。
・消防署は、事業所の実態に応じた、組織、資機材を有効に活用し
た活動を行うため、自衛消防隊、その他の従業員等の活動技術の向
上を目的とした訓練の実施を推進する。
・消防署は、多言語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」を活用し、
外国人への救急対応の強化を図る。

≪消防署≫
・消防署は、応急手当普及員の要請など、教育訓練の充実を図る。
・消防署は、災害時に、消防団、区民及び事業所が、適切な応急手
当を行える能力を身につけられるよう、応急救護知識及び技術を普
及する。
・消防署は、事業所の実態に応じた、組織、資機材を有効に活用し
た活動を行うため、自衛消防隊、その他の従業員等の活動技術の向
上を目的とした訓練の実施を推進する。
・消防署は、多言語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」を活用し、
外国人への救急対応の強化を図る。

東京都地域防災計画に準じた修正

56 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第５章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（２）取組内容
ア　他自治体との相互援助協定の締結、受援体制の構築
（ア）相互援助協定の締結
他自治体との間で、災害時に応急対策及び復旧対策に必要な物資、
資材、人員等が不足した場合、相互に援助を実施する「相互援助協
定」を締結している。【別冊・資料213～224】
災害時相互援助協定を締結している自治体と自治体スクラム支援会
議を開催し、平成25年度には北塩原宣言を採択し、今後も水平型支
援の仕組みを継続し、いざという時に助け合い、支え合うことを宣
言した。また、令和3年度に「東京都及び区市町村相互間の災害時等
協力協定」、令和4年度に「自治体スクラム支援会議における災害時
相互援助協定」を締結し、災害が発生した際の相互援助の協力体制
をより強固なものとした。

（２）取組内容
ア　他自治体との相互援助協定の締結、受援体制の構築
（ア）相互援助協定の締結
他自治体との間で、災害時に応急対策及び復旧対策に必要な物資、
資材、人員等が不足した場合、相互に援助を実施する「相互援助協
定」を締結している。【別冊・資料●●～●●】
災害時相互援助協定を締結している自治体と自治体スクラム支援会
議を開催し、平成25年度には北塩原宣言を採択し、今後も水平型支
援の仕組みを継続し、いざという時に助け合い、支え合うことを宣
言した。また、令和4年度には「自治体スクラム支援会議における災
害時相互援助協定」を締結し、災害が発生した際の相互援助の協力
体制をより強固なものとした。

時点更新

57 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第６章　情報通信の確保
第１節　現在の到達状況

２　住民等への情報伝達
防災行政無線（無線放送塔127基、電光表示局3基）、区公式ホーム
ページ、各種SNS、電話応答サービス、電話通報サービス、公開型
GIS「すぎナビ」、LINEヤフー株式会社が運用する「Yahoo!防災速
報」「Yahoo! JAPAN」アプリを活用した情報発信、携帯電話会社の4
社（NTTドコモ、au、ソフトバンク、楽天モバイル）が運用する「緊
急速報メール（エリアメール）」等を活用した区民への情報提供や
報道機関への情報提供体制を整えている。また、公開型GIS「すぎナ
ビ」を活用して、防災マップ、水害ハザードマップ、河川カメラ、
土のうストッカー等の情報を、インターネットを通じて区民にわか
りやすく公開・提供している。

２　住民等への情報伝達
防災行政無線（無線放送塔127基、電光表示局3基）、区公式ホーム
ページ、各種SNS、電話応答サービス、電話通報サービス、公開型
GIS「すぎナビ」、LINEヤフー株式会社が運用する「防災情報アプ
リ」を活用した情報発信、携帯電話会社の4社（NTTドコモ、au、ソ
フトバンク、楽天モバイル）が運用する「緊急速報メール（エリア
メール）」等を活用した区民への情報提供や報道機関への情報提供
体制を整えている。また、公開型GIS「すぎナビ」を活用して、防災
マップ、水害ハザードマップ、河川カメラ、土のうストッカー等の
情報を、インターネットを通じて区民にわかりやすく公開・提供し
ている。

時点更新

58 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第６章　情報通信の確保
第１節　現在の到達状況

２　住民等への情報伝達
区公式ホームページへのアクセスが集中することにより、閲覧に時
間を要する等の問題が生じるおそれがある。区公式ホームページへ
のアクセス負荷の軽減を図るため、「LINEヤフー株式会社」と協定
を締結し、区公式ホームページのキャッシュサイトを掲載すること
で、閲覧できるよう整えている。【別冊・資料154】また、「Yahoo!
防災速報」「Yahoo! JAPAN」アプリを活用して、区の避難所開設情
報や避難指示等の防災に関する情報を発信し、区民等への情報提供
体制を整備している。

２　住民等への情報伝達
区公式ホームページへのアクセスが集中することにより、閲覧に時
間を要する等の問題が生じるおそれがある。区公式ホームページへ
のアクセス負荷の軽減を図るため、「LINEヤフー株式会社」と協定
を締結し、区公式ホームページのキャッシュサイトを掲載すること
で、閲覧できるよう整えている。【別冊・資料●●】また、「ヤ
フー防災情報アプリ」を活用して、区の避難所開設情報や避難指示
等の防災に関する情報を発信し、区民等への情報提供体制を整備し
ている。

時点更新
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
59 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第６章　情報通信の確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

１　防災機関相互の情報通信連絡体制の整備
（１）対策内容と役割分担
8 総務省消防庁が運用する全国瞬時警報システム（J-ALERT）は気象
庁から送信される気象関係情報や、内閣官房から送信される有事関
係情報を、人工衛星を利用して地方公共団体に送信し、市町村の同
報系防災行政無線を自動起動させるシステム。消防庁からは、情報
番号、対象地域コード情報等を送信し、全地方団体が受信する。地
域コードに該当する地方団体においては、情報番号に対応するあら
かじめ録音された放送内容を自動的に放送する。

１　防災機関相互の情報通信連絡体制の整備
（１）対策内容と役割分担
8 全国瞬時警報システム（J-ALERT）は気象庁から送信される気象関
係情報や、内閣官房から送信される有事関係情報を、人工衛星を利
用して地方公共団体に送信し、市町村の同報系防災行政無線を自動
起動させるシステム。消防庁からは、情報番号、対象地域コード情
報等を送信し、全地方団体が受信する。地域コードに該当する地方
団体においては、情報番号に対応するあらかじめ録音された放送内
容を自動的に放送する。

より適切な記述に修正

60 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第６章　情報通信の確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

オ　全国瞬時警報システム、緊急情報ネットワークシステムの活用
ができる体制の整備
区は、全国瞬時警報システムからの緊急情報（地震・武力攻撃な
ど）が発信されると、区の防災行政無線放送塔から自動的に放送さ
れる設備を整えている。
■国民保護に関する情報
・弾道ミサイル情報　・航空攻撃情報　・大規模テロ情報
・ゲリラ・特殊部隊攻撃情報　　・その他、国民保護に関する情報
■緊急地震速報（震度5弱以上または長周期地震動階級３以上を予
測）
■気象等の特別警報など
また、緊急情報ネットワークシステムから送信された緊急事態に係
る情報を利用できる体制を整備している。

オ　全国瞬時警報システム、緊急情報ネットワークシステムの活用
ができる体制の整備
区は、全国瞬時警報システムからの緊急情報（地震・武力攻撃な
ど）が発信されると、区の防災行政無線放送塔から自動的に放送さ
れる設備を整えている。
■国民保護に関する情報
・弾道ミサイル情報　・航空攻撃情報　・大規模テロ情報
・ゲリラ・特殊部隊攻撃情報　　・その他、国民保護に関する情報
■緊急地震情報（震度5弱以上）
■気象等の特別警報など
また、緊急情報ネットワークシステムから送信された緊急事態に係
る情報を利用できる体制を整備している。

時点更新

61 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第６章　情報通信の確保
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

２　住民等への情報伝達体制の整備
（１）対策内容と役割分担

２　住民等への情報伝達体制の整備
（１）対策内容と役割分担

時点更新
東京都地域防災計画に準じた修正

62 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第７章　医療救護・保健等対
策
第３節　対策の方向性

（４）災害時要配慮者等に対する医療救護体制の検討
医療依存度の高い災害時要配慮者等（人工呼吸器使用患者、人工透
析患者、在宅酸素療法患者、妊産婦等）に対する医療救護体制を構
築する必要がある。

（４）災害時要配慮者等に対する医療救護体制の検討
医療依存度の高い災害時要配慮者等（人工呼吸器使用患者、人工透
析患者、在宅酸素療法患者等）に対する医療救護体制を構築する必
要がある。

より適切な記述に修正

63 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第７章　医療救護・保健等対
策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

１－３　負傷者等の搬送体制の確保 １－３　負傷者等の搬送体制の確保 時点更新

64 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第７章　医療救護・保健等対
策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

１－６　医療救護が必要な災害時要配慮者等の支援体制の充実
区は、在宅で人工呼吸器や酸素使用患者等に対し、発電機器・酸素
ボンベ等の貸出を支援するとともに、その他の医療が必要な患者に
対しても支援体制の整備に向けて、関係機関と検討する。

１－６　医療救護が必要な災害時要配慮者等の支援体制の充実
区は、人工透析患者、在宅人工呼吸器使用患者、酸素療法患者等に
対し、酸素ボンベの貸出等の支援をするとともに、必要な支援体制
の整備に向けて、関係機関と検討する。

より適切な記述に修正

16



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
65 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第７章　医療救護・保健等対
策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　遺体の取扱
（１）対策内容と役割分担

３　遺体の取扱
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

66 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第９章　避難者対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

１　避難体制の整備（災害時要配慮者対策を含む）
（１）対策内容と役割分担

１　避難体制の整備（災害時要配慮者対策を含む）
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

67 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第２章　区民と地域の防災力
向上
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（イ）避難場所の指定の考え方
・収容人員に対して、避難場所内の建物、道路、池などを除き、周
辺市街地大火によるふく射熱の影響を考慮して算定した利用可能な

避難空間として、1人あたり1m2を確保できること。
・震災時に避難者の安全を著しく損なうおそれのある施設が、避難
場所内部に存在しないこと。
・避難場所ごとの地区割当計画の作成にあたっては、町丁目、町
会、自治会区域を考慮する。

（イ）避難場所の指定の考え方
・収容人員に対して、避難場所内の建物、道路、池などを除き、周
辺市街地大火によるふく射熱の影響を考慮して算定した利用可能な

避難空間として、1人あたり1m2を確保できること。
・震災時に避難者の安全を著しく損なうおそれのある施設が、避難
場所内部に存在しないこと。
・避難場所ごとの地区割当計画の作成にあたっては、町丁目、町
会、自治会区域を考慮する。
・避難計画人口は、各避難場所の割当地区ごとに、昼間人口と夜間
人口を比較して多いケースをとって算定する。
・震災による火災時でも、主要な橋梁は人の通行も可能とする。
・割当てにあたっては、避難場所所在区内の地区を優先する。
・消防署により、指定されている避難場所の防火管理状況及び消防
用設備等の維持状況について確認し、必要により行政指導を行う。
・被害想定等により必要に応じて、近隣区市と協議して避難場所を
近隣区市に設ける。

時点更新

68 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第９章　避難者対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（イ）避難道路の選定の考え方
・避難道路は原則として幅員15m以上とする。

（イ）避難道路の選定の考え方
・避難道路は原則として幅員15m以上とする。ただし、これに該当す
る道路がない場合は7.5m以上とする。
・避難道路は現に使用可能な道路とする。
・避難は一方通行を原則とし、避難の交差を避け、また異なる避難
道路はできるだけ接近しないものとする。
・同じ避難場所への避難道路は最小限とし、最遠地点からの道路は
可能な限り1本にする。

時点更新

69 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第９章　避難者対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（イ）消防水利の整備
東京消防庁では、避難場所・避難道路周辺における避難者の安全を
確保するため、震災時の水利整備基準に基づき当該地域に防火水槽
等を整備する。

（イ）消防水利の整備
東京消防庁では、避難場所において避難者を飛火等から防護するた
めに必要な水量を算出し、巨大水利の確保及び防火水槽等の整備を
推進している。また、避難道路については、100㎥防火水槽を中心に
推進している。

東京都地域防災計画に準じた修正

70 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第９章　避難者対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　震災救援所の指定・管理運営体制の整備等
（１）対策内容と役割分担

３　震災救援所の指定・管理運営体制の整備等
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由

74 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第９章　避難者対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

５　車中泊
（１）対策内容と役割分担

５　車中泊
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

75 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１０章　物流・備蓄・輸送
対策の推進
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

組織改正に伴い修正

東京都地域防災計画に準じた修正
区民等の意見提出手続による意見を踏まえ、より適
切な表現に修正

（ウ）震災救援所等の体制整備
・食料及び資機材の備蓄
区は、乳幼児、高齢者等に配慮した食料の供給を図るため、粉ミル
ク、液体ミルク、おかゆ等の備蓄を行っている。また、高齢者、障
害者等に配慮し、災害時要配慮者への救助用資機材（万能担架、お
んぶひもなど）を備蓄している。
・トイレ対策
区では各震災救援所に、簡易トイレ、ペール缶トイレ、洋式便器
セット、マンホールトイレを備蓄している。なお、マンホールトイ
レについては、車いす対応として洋式オプションを備蓄しているほ
か、当該施設に設置されている障害者用トイレを有効利用すること
としている。また、区立小中学校の改築に合わせて、学校敷地内に
設置可能なマンホールトイレを整備していく。

（ウ）震災救援所等の体制整備
・食料及び資機材の備蓄
区は、乳幼児、高齢者等に配慮した食料の供給を図るため、粉ミル
ク、液体ミルク、おかゆ等の備蓄を行っている。また、高齢者、障
害者等に配慮し、災害時要配慮者への救助用資機材を備蓄してい
る。
避難所で使用する毛布、シーツ等については、状況に応じて、燃え
にくい素材のもの（不燃性・難燃性のある製品・防炎品など）を使
用するなど、適切な防火防災対策に努める。
・プライバシー空間の確保
区は、震災時における避難者のプライバシー空間の確保のため、簡
易間仕切りセットの備蓄を行う。
・トイレ対策
区では各震災救援所に、簡易トイレ、ペール缶トイレ、洋式便器
セット、マンホールトイレ、収便袋を備蓄している。なお、マン
ホールトイレについては、車いす対応として洋式オプションを備蓄
しているほか、当該施設に設置されている障害者用トイレを有効利
用することとしている。また、断水などのライフライン被害の長期
化に備え、各種トイレに活用するための、収便袋の備蓄を進めるほ
か、区立小中学校の改築に合わせて、学校敷地内に設置可能なマン
ホールトイレの整備や、要配慮者の利用を想定したバリアフリー化
を推進していく。

第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第９章　避難者対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

73

18



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
76 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第１０章　物流・備蓄・輸送
対策の推進
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　備蓄倉庫及び輸送拠点の整備
（１）対策内容と役割分担

３　備蓄倉庫及び輸送拠点の整備
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

77 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１０章　物流・備蓄・輸送
対策の推進
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

オ　輸送拠点の整備
（ア）支援物資等受入拠点の選定
災害時には、道路閉塞や交通混雑のため、陸上輸送が困難となるこ
とが想定される。このため、ヘリコプターによる支援物資や人員の
緊急輸送が有効と考えられる場合には、支援物資等受入拠点となり
うる次のヘリコプター災害時緊急離着陸場候補地の中から、災害時
には区が、安全性等を確認して使用を決定する。なお、使用決定
後、区は必要な支援物資等を都、他府県、自治体スクラム支援会議
参加自治体等に要請する。都はヘリコプター運用機関（警視庁・東
京消防庁・自衛隊）に対して出動要請を行う。また、区内に安全な
支援物資等受入拠点を確保できない場合は、都が他の区市町村と調
整して、他の自治体内にある候補地の使用を決定する。さらに、受
け入れた支援物資は、原則地域内輸送拠点を経由して震災救援所等
に輸送される。

オ　輸送拠点の整備
（ア）支援物資等受入拠点の選定
災害時には、道路閉塞や交通混雑のため、陸上輸送が困難となるこ
とが想定される。このため、ヘリコプターによる支援物資や人員の
緊急輸送を考慮して、支援物資等受入拠点となりうる次のヘリコプ
ター災害時緊急離着陸場候補地の中から、災害時には区が、安全性
等を確認して使用を決定する。なお、使用決定後、区は必要な支援
物資等を都、他府県、自治体スクラム支援会議参加自治体等に要請
する。都はヘリコプター運用機関（警視庁・東京消防庁・自衛隊）
に対して出動要請を行う。また、区内に安全な支援物資等受入拠点
を確保できない場合は、都が他の区市町村と調整して、他の自治体
内にある候補地の使用を決定する。さらに、受け入れた支援物資
は、原則地域内輸送拠点を経由して震災救援所等に輸送される。

時点更新

78 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１０章　物流・備蓄・輸送
対策の推進
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

（イ）地域内輸送拠点の指定

※あらかじめ指定した地域内輸送拠点を都総務局に報告する。

（イ）地域内輸送拠点の指定

※あらかじめ指定した地域内輸送拠点を都福祉保健局に報告する。

組織改正に伴い修正

19



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 修正理由
79 第２部　施策ごとの具体的計

画（震災予防対策）
第１０章　物流・備蓄・輸送
対策の推進
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

５　支援物資の輸送 ５　支援物資の輸送 組織改正に伴い修正

80 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１０章　物流・備蓄・輸送
対策の推進
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

イ）国、都、他府県からの支援物資は、原則、都福祉局が地域内輸
送拠点まで輸送する。地域内輸送拠点にて支援物資を受け入れる際
には、受取りや配分作業に係る要員の確保が必要となる。そのた
め、区災害対策本部救援部は、必要に応じて人員の確保を行う。

イ）国、都、他府県からの支援物資は、原則、都福祉保健局が地域
内輸送拠点まで輸送する。地域内輸送拠点にて支援物資を受け入れ
る際には、受取りや配分作業に係る要員の確保が必要となる。その
ため、区災害対策本部救援部は、必要に応じて人員の確保を行う。

組織改正に伴い修正

81 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１１章　放射性物質対策
第５節　具体的な取組　【予
防対策】

３　放射線等使用施設の安全化
（１）対策内容と役割分担

３　放射線等使用施設の安全化
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

82 第２部　施策ごとの具体的計
画（震災予防対策）
第１２章　住民の生活の早期
再建

７　トイレの確保及びし尿処理
（１）対策内容と役割分担

７　トイレの確保及びし尿処理
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
1 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１章　区民と地域の防災力
向上
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

４　消防団による応急対策の実施
・所轄消防署（所）の消火活動等の応援をするとともに、活動障害
を排除する等の活動を行う。
・避難のための指示が出された場合は、これを地域住民に伝達する
と同時に、関係機関と連携し、地域住民の避難誘導、避難者の安全
確保及び避難場所の防護活動を行う。

４　消防団による応急対策の実施
・所轄消防署（所）の消火活動等の支援をするとともに、活動障害
を排除する等の活動を行う。
・高齢者等避難、避難指示（以下、「避難指示等」という。）が出
された場合は、これを地域住民に伝達すると同時に、関係機関と連
携し、地域住民の避難誘導、避難者の安全確保及び避難場所の防護
活動を行う。

東京都地域防災計画に準じた修正

2 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１章　区民と地域の防災力
向上
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

５　事業所による応急対策の実施
事業者は発災後、以下の応急対策を順に実施する。
①来訪者や従業員等の安全を確保し、救出活動、救護活動を行う。
②出火防止措置を実施する。
③正確な情報を収集し、来訪者や従業員等に伝達する。
④施設の安全を確認したうえで、従業員の一斉帰宅を抑制する。
⑤事業所での災害対策完了後、地域の消火活動、救助活動、救護活
動を実施する。
⑥火災が発生した場合には安全確保したうえで初期消火を実施す
る。
⑦応急対策後は、事業の継続に努め、地域住民の生活安定化に寄与
する。

５　事業所による応急対策の実施
事業者は発災後、以下の応急対策を順に実施する。
①来訪者や従業員等の安全を確保し、救出活動、救護活動を行う。
②出火防止措置を実施する。
③正確な情報を収集し、来訪者や従業員等に伝達する。
④施設の安全を確認したうえで、従業員の一斉帰宅を抑制する。
⑤事業所での災害対策完了後、地域の消火活動、救出活動を実施す
る。
⑥火災が発生した場合には安全確保したうえで初期消火を実施す
る。
⑦応急対策後は、事業の継続に努め、地域住民の生活安定化に寄与
する。

東京都地域防災計画に準じた修正

3 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第２章　安全な都市づくりの
実現
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

ウ　消防団、事業所の救出・救護活動能力の向上
≪消防署≫
・消防団の応急救護資機材の整備を行うとともに、応急手当普及員
の要請等、教育訓練の充実を図る。
・災害時に、消防団、区民及び事業所が、適切な応急手当を行える
能力を身につけられるよう、応急救護知識及び技術を普及する。
・事業所の実態に応じた、組織、資機材を有効に活用した活動を行
うため、自衛消防隊、その他の従業員等の活動技術の向上を目的と
した訓練の実施を推進する。

ウ　消防団、事業所の救出・救護活動能力の向上
≪消防署≫
・特別区消防団の応急救護資機材の整備を行うとともに、応急手当
普及員の要請等、教育訓練の充実を図る。
・災害時に、消防団、区民及び事業所が、適切な応急手当を行える
能力を身につけられるよう、応急救護知識及び技術を普及する。
・事業所の実態に応じた、組織、資機材を有効に活用した活動を行
うため、自衛消防隊、その他の従業員等の活動技術の向上を目的と
した訓練の実施を推進する。

誤記修正

4 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第２章　安全な都市づくりの
実現
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（２）取組内容
ア　社会公共施設等の応急危険度判定
（ア）都立及び区立の公共建築物が被災した場合
≪都≫≪区≫
その所管する公共建築物が被災した場合、必要に応じて応急危険度
判定を実施する。
その判定が困難な場合、都本部に判定実施の支援を要請する。

（２）取組内容
ア　社会公共施設等の応急危険度判定
（ア）都立及び区立の公共建築物が被災した場合
≪都≫≪区≫
その所管する公共建築物が被災した場合、必要に応じて応急危険度
判定を実施する。

東京都地域防災計画に準じた修正

5 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第２章　安全な都市づくりの
実現
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（４）石油類等危険物保管施設の応急措置
消防署は、関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱
者に対して、次に掲げる措置を当該危険物施設の実態に応じて講ず
るよう指導する。また、これら施設に対する災害応急対策は、「第4
章1節 具体的な取組【応急対策】2  消火・救助・救急活動」により
対処する。

（４）石油類等危険物保管施設の応急措置
消防署は、関係事業所の管理者に対して、次に掲げる措置を当該危
険物施設の実態に応じて講ずるよう指導する。また、これら施設に
対する災害応急対策は、「第4章1節 具体的な取組【応急対策】2
消火・救助・救急活動」により対処する。

東京都地域防災計画に準じた修正

6 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第２章　安全な都市づくりの
実現
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（７）毒物、劇物取扱施設の応急措置
≪都保健医療局≫
毒物、劇物輸入・製造業者等に対し、次の各項の実施について指導
するとともに緊急の指示を発する。
・毒・劇物の飛散、漏えい、浸透、火災等による有毒ガスの発生を
防止するための応急措置を講ずるよう指示する。
・危険区域の指示を行うとともに、毒・劇物取扱事業者に対し中和
剤等による除毒作業を指示し、周辺住民に対する安全措置を講ず
る。
・防災関係機関との連絡を密にし、毒・劇物にかかる被災情報の収
集・伝達に努める。

（７）毒物、劇物取扱施設の応急措置
≪都福祉保健局≫
毒物、劇物輸入・製造業者等に対し、次の各項の実施について指導
するとともに緊急の指示を発する。
・毒・劇物の飛散、漏えい、浸透、火災等による有毒ガスの発生を
防止するための応急措置を講ずるよう指示する。
・危険区域の指示を行うとともに、毒・劇物取扱事業者に対し中和
剤等による除毒作業を指示し、周辺住民に対する安全措置を講ず
る。
・防災関係機関との連絡を密にし、毒・劇物にかかる被災情報の収
集・伝達に努める。

組織改正に伴い修正

7 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

≪首都高速道路≫≪中日本高速道路≫
（１）災害時における体制
地震による災害が発生したときは、災害の種類及びその程度に応じ
て、警戒体制、緊急体制又は非常体制をとり、役員及び社員を非常
参集させるとともに、社内において災害対策本部を設置し、情報収
集連絡体制を確立して必要な措置を速やかに講ずる。

≪首都高速道路≫≪中日本高速道路≫
（１）災害時における体制
地震による災害が発生したときは、災害の種類及びその程度に応じ
て、緊急体制又は非常体制をとり、役員及び社員を非常参集させる
とともに、社内において災害対策本部を設置し、情報収集連絡体制
を確立して必要な措置を速やかに講ずる。

より適切な記述に修正

杉並区地域防災計画（令和６年修正）（案）の修正箇所一覧　震災編【応急・復旧対策】
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
8 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

≪東京国道事務所≫
国道20号の道路・橋梁については、東京国道事務所の災害応急対策
業務協定業者等と連携して調査・点検を行い、被災状況や交通状況
を把握し、道路交通を確保するため、緊急輸送路における路上障害
物の除去や必要に応じて、通行規制の措置、う回道路の選定等を実
施し、通行者の安全対策を実施に努める。

≪東京国道事務所≫
国道20号の道路・橋梁については、東京国道事務所の災害応急対策
業務協定業者等と連携して調査・点検を行い、被災状況や交通状況
を把握し、道路交通を確保するため、通行規制の措置やう回道路の
選定等、通行者の安全対策を実施する。

より適切な記述に修正

9 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

≪国土交通省（関東地方整備局）、都≫
国土交通大臣は、都道、区道に関して、道路管理者（都、区等）に
対し、上記（１）の措置について指示することができる。また、都
知事は、区道に関して、道路管理者（区）に対し、上記（１）の措
置について指示することができる。

≪国土交通省（関東地方整備局）、都≫
国土交通大臣は、国道、都道、区道に関して、道路管理者（地方整
備局、都、区等）に対し、上記（１）の措置について指示すること
ができる。また、都知事は、区道に関して、道路管理者（区）に対
し、上記（１）の措置について指示することができる。

より適切な記述に修正

10 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

１－１２　緊急通行車両等の事前届出
災害応急対策等を実施する計画がある指定行政機関等の車両につい
て、指定行政機関からの申請に基づき、事前に標章及び緊急通行
（輸送）車両確認証明書を交付する。
（１）申請先
対象となる車両の使用の本拠地を管轄する警察署
（２）災害発生後の手続等
ア　緊急通行（輸送）車両確認申出済みの車両
標章を車両に掲示し、緊急交通路を通行する。
イ　緊急通行車両等事前届出済証の交付を受けている車両
届出済証を提示のうえ、「緊急通行（輸送）車両確認申出書」を記
載させ、緊急通行（輸送）車両の標章及び確認証明書を交付する。
ウ　緊急通行（輸送）車両確認申出等の交付を受けていない車両
緊急通行（輸送）車両の確認申出を行い、審査結果に基づき、緊急
通行（輸送）車両の標章・確認証明書を交付する。

１－１２　緊急通行車両等の事前届出
事前届出制度は、災害発生時に災害応急対策等を実施するため運転
する計画がある車両について、事前に届出を行い、緊急通行車両等
であることの審査を済ませておくことにより、災害発生時における
確認事務の省力化、効率化を図ろうとするものである。
（１）申請先
対象となる車両の使用の本拠地を管轄する警察署
（２）届出済証の交付
申請された事前届出書は、要件に該当した場合には届出済証として
申請者に交付される。届出済証は色分けにより2種類に分けられてい
る。
桃色：災害発生直後の災害応急活動期から確認を行う。（災害発生
直後の救命・救助又は緊急道路障害物除去活動等に従事する車両に
限定して交付）
白色：災害応急活動期経過後に確認を行う。（食料等の生活関連物
資の輸送車両等に交付）
（３）確認手続等
ア　届出済証の交付を受けている車両の確認
届出済証の提示により、確認に係る審査は省略し、緊急通行車両等
の標章及び確認証明書を交付する。
イ　届出済証の交付を受けていない車両の確認
確認申請書を提出させ、緊急通行車両等に該当するか否かの審査を
行う。審査結果に基づき標章等を交付する。

時点更新

11 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（１）災害時の活動態勢
災害が発生するおそれがあるとき、又は発生したときには、本社本
部の指示により非常態勢を発令し、非常災害対策本部を設置する。
ただし第一線機関の長は、本社本部の指示にかかわらず、必要に応
じて非常態勢を発することができる。なお、震度6弱以上の地震が発
生した時は、発令を待たずに自動的に第3非常態勢に入る。
（ア）非常態勢の発令

（１）災害時の活動態勢
災害が発生するおそれがあるとき、又は発生したときには、本社本
部の指示により非常態勢を発令し、非常災害対策本部を設置する。
ただし支社長は、本社本部の指示にかかわらず、必要に応じて非常
態勢を発することができる。なお、震度6弱以上の地震が発生した時
は、発令を待たずに自動的に第3非常態勢に入る。
（ア）非常態勢の発令

時点更新

22



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
12 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（２）応急措置
イ　資材・輸送等
・工具は、手持ち分の整備並びに社内各機関との融通等により確保
する。
・資材は、在庫品を常に把握し、資材等の輸送は、あらかじめ調達
契約をしている業者の車両により行うが、輸送力が不足する場合に
は、他の業者等からの調達も対策本部において適宜行い、輸送力の
確保を図る。

（２）応急措置
イ　資材・輸送等
・工具は、手持ち分の整備並びに社内各機関との融通等により確保
する。
・資材は、在庫品を常に把握し、必要な場合には請負業者から調達
するため、業者の在庫状況も把握しておく。
・資材等の輸送は、あらかじめ調達契約をしている業者の車両によ
り行うが、輸送力が不足する場合には、他の業者等からの調達も対
策本部において適宜行い、輸送力の確保を図る。

時点更新

13 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

イ　復旧順位
各設備の復旧準備は、原則として以下によるものとするが、災害状
況、各設備の被害状況、各施設の被害復旧の難易等を勘案して、供
給上復旧効果の最も大きいものから行う。
（ア）送電設備
・全回線送電不能の主要線路　　・全回線送電不能のその他の線路
・一部回線送電不能の主要線路　・一部回線送電不能のその他の線
路
（イ）変電設備
・主要幹線の復旧に関係する送電用変電所　・重要施設に配電する
中間配電用変電所
（ウ）配電設備
・病院、交通、通信、情報機関、水道、ガス、官公庁等の公共機
関、避難場所、その他重要施設への供給回線
・その他の回線
（エ）通信設備
・給電指令回線（制御・監視および保護回線）　・災害復旧に使用
する保安回線
・その他保安回線

イ　復旧順位
各設備の復旧準備は、原則として以下によるものとするが、災害状
況、各設備の被害状況、各施設の被害復旧の難易等を勘案して、供
給上復旧効果の最も大きいものから行う。
（ア）変電設備
・主要幹線の復旧に関係する送電用変電所　・都心部に配電する送
電系統の中間変電所
・重要施設に配電する配電用変電所
（イ）配電設備
・病院、交通、通信、情報機関、水道、ガス、官公庁等の公共機
関、避難場所、その他重要施設への供給回線
・その他の回線

時点更新

14 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（４）災害時における広報
ア　広報活動
（ア）電気事故防止PR
災害による断線、電柱の倒壊、折損等による公衆感電事故や電気火
災を未然に防止するため、一般公衆に対し次の事項を中心に広報活
動を行う。
・無断昇柱、無断工事をしないこと。
・電柱の倒壊、折損、電線の断線、垂下等設備の異常を発見した場
合は、速やかに東京電力の事業所に通報すること。
・断線、垂下している電線には絶対にさわらないこと。
・浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気器具等は危険なた
め使用しないこと。
・漏電による事故を防ぐための漏電遮断器の取付を推進する。
・大規模地震時の電気火災の発生抑止のため、感震ブレーカーを取
付すること、および電気工事店等で点検してから使用することを推
奨する。
・屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること。
・電気器具を再使用する時は、ガス漏れや器具の安全を確認するこ
と。
・その他事故防止のため留意すべき事項。
（イ）PRの方法
電気事故防止PRについては、常日頃からテレビ、ラジオ、新聞、
ウェブ、SNS等の報道機関を利用するほか、パンフレット、チラシ等
を作成、配布し認識を深める。
（ウ）停電関連
自治体や行政機関等を通じて、病院等重要施設ならびに人工透析等
の医療機器を使用しているお客様に、災害による長時間の停電に起
因する二次災害を未然に防止するため、自家発電設備の設置や訓練
を要請する。
イ　広報の方法
広報については、テレビ、ラジオ、新聞、ウェブ、SNSおよびイン
ターネット等を通じて行うほか、広報車等により直接当該地域へ周
知する。

（４）災害時における広報
ア　広報活動
（ア）電気事故防止PR
災害による断線、電柱の倒壊、折損等による公衆感電事故や電気火
災を未然に防止するため、住民に対し次の事項を中心に広報活動を
行う。
・無断昇柱、無断工事をしない。
・電柱の倒壊、折損、電線の断線、垂下等設備の異常を発見した場
合は、速やかに東京電力の事業所に通報すること。
・断線、垂下している電線には絶対にさわらないこと。
・浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気器具等は危険なた
め使用しないこと。
・屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること。
・電気器具を使用する時は、ガス漏れや器具の安全を確認するこ
と。
・その他事故防止のため留意すべき事項。
（イ）PRの方法
電気事故防止PRについては、常日頃からテレビ、ラジオ、新聞等の
報道機関を利用するほか、パンフレット、チラシ等を作成、配布し
認識を深める。
（ウ）停電関連
病院等重要施設については、災害による長時間の停電に起因する二
次災害を未然に防止するため、自家発電設備の設置を要請する。
イ　広報の方法
広報については、テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を通じて行う
ほか、広報車等により直接当該地域へ周知する。

時点更新

23



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
15 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

６－４　東京ガスグループ
（１）災害時の活動体勢
イ　震災時の非常体制

６－４　東京ガス
（１）災害時の活動体勢
イ　震災時の非常体制

時点更新

16 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

７　エネルギーの確保
（１）対策内容と役割分担

≪東京ガスグループ≫ ≪ガス事業者≫
震災により都市ガス施設に被害が生じた場合、都と一般社団法人東
京都LPガス協会が協力し、避難所等にLPガスを救援物資として供給
するよう努める。

７　エネルギーの確保
（１）対策内容と役割分担

≪東京ガス≫ ≪ガス事業者≫
震災により都市ガス施設に被害が生じた場合、都と一般社団法人東
京都LPガス協会が協力し、避難所等にLPガスを救援物資として供給
するよう努める。

時点更新

17 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

１　道路・橋梁
（１）対策内容と役割分担

１　道路・橋梁
（１）対策内容と役割分担

時点更新

18 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

４　水道
（２）取組内容
≪都水道局≫

４　水道
（２）取組内容
≪都水道局≫
・都水道局では、必要に応じて区へ技術支援を実施する。

東京都地域防災計画に準じた修正

19 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第３章　安全な交通ネット
ワーク及びライフライン等の
確保
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

６　電気・ガス・通信等
６－１　東京電力
６－２　東京ガスグループ

６　電気・ガス・通信等
６－１　東京電力
・島しょ地域における復旧活動は、大島・八丈島を拠点に実施す
る。また、復旧規模に応じて、都区内等からの応援を動員し、応急
復旧にあたる。
・島しょ地域の復旧要員、復旧資機材及び燃料の輸送は船艇のほ
か、ヘリコプター等の機動力を活用し対応にあたる。
６－２　東京ガス

時点更新
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
20 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第４章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（２）取組内容
ア　非常配備態勢の実施
（ア）非常配備態勢の種別
非常配備態勢の種別については、次のとおりとする。なお、この態
勢は、平日・休日・夜間を問わず、同態勢とする。また、中央防災
会議幹事会が定める「首都直下地震における具体的な応急対策活動
に関する計画」に基づき、東京都23区の区域において、震度6強以上
の震度が観測された場合、被害の全容把握を待つことなく、非常配
備態勢下において災害対策本部業務を開始する。
※杉並区業務継続計画及び杉並区災害時受援・支援計画の発動基準

（２）取組内容
ア　非常配備態勢の実施
（ア）非常配備態勢の種別
非常配備態勢の種別については、次のとおりとする。なお、この態
勢は、平日・休日・夜間を問わず、同態勢とする。また、東京都23
区の区域において、震度6強以上の震度が観測された場合、被害の全
容把握を待つことなく、首都直下地震における具体的な応急対策活
動に関する計画に基づいて、非常配備態勢下において災害対策本部
業務を開始する。
※杉並区業務継続計画及び杉並区災害時受援・支援計画の発動基準

より適切な記述に修正

21 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第４章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（エ）防災センターの整備
災害から住民の生命・財産を守るためには、災害時において、迅速
かつ的確な応急対策活動を実施するための防災活動の中枢指令拠点
となる杉並区災害対策本部の機能を強化する必要がある。そのた
め、区庁舎内に防災センターを設置し、中枢指令機能を支援するAV
（音響・映像等）機器、地震計等を整備し活用を図る。

（エ）防災センターの整備
災害から住民の生命・財産を守るためには、災害時において、迅速
かつ的確な応急対策活動を実施するための防災活動の中枢指令拠点
となる杉並区災害対策本部の機能を強化する必要がある。そのた
め、区庁舎内に防災センターを設置し、中枢指令機能を支援するAV
（音響・映像等）機器、地震計等を整備し活用を図る。

より適切な記述に修正

22 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第４章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

ア　署隊本部の機能強化
消防署は、災害活動組織として署隊本部を常設し、常時災害に対応
できる体制を確保している。地震発生時には、これらの機能を強化
し、震災消防活動体制を確立する。
イ　配備動員態勢
（ウ）非常招集
震災第一非常配備態勢を発令したときは招集計画に基づき、所要の
職員は、直ちに所定の場所に参集する。震災第二非常配備態勢を発
令したときは全消防職員並びに全消防団員が、招集計画に基づき、
直ちに所定の場所に参集する。
ウ　消防活動
（イ）情報収集
・署隊本部、方面本部、警防本部等は所定の計画に基づき地震被害
予測システムの結果、119番通報、高所見張情報、情報活動隊及び参
集職(団)員情報による早期災害情報システム等を活用した情報等を
活用し、積極的に災害情報収集を行う。
・震災消防対策システムを活用し、円滑な情報伝達、管理を行う。
・防災関係機関へ職員を派遣し、相互に知り得た災害の情報交換を
行う。

ア　震災署隊本部の設置
消防署は、災害活動組織として署隊本部を常設し、常時災害に対応
できる体制を確保している。地震発生時には、これらの機能を強化
し、震災消防活動態勢を確立する。
イ　配備動員態勢
（ウ）非常招集
震災第一非常配備態勢を発令したときは発令時に勤務している職員
及び所要の職員、震災第二非常配備態勢を発令したときは全消防職
員並びに全消防団員が、招集計画に基づき、直ちに所定の場所に参
集する。
ウ　消防活動
（イ）情報収集
・署隊本部、方面本部、警防本部等は所定の計画に基づき地震被害
予測システムの結果、119番通報、高所見張情報、情報活動隊及び参
集職(団)員情報による早期災害情報システム等を活用した情報、ド
ローンによる上空からの状況確認、消防ヘリコプターによる地震被
害判読システム等を活用し、積極的に災害情報収集を行う。
・防災関係機関へ職員を派遣し、相互に知り得た災害の情報交換を
行う。

東京都地域防災計画に準じた修正

25



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
23 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第４章　応急対応力、広域連
携体制の強化
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（ウ）消防団の活動

（エ）東京消防庁災害時支援ボランティアの活動
東京消防庁災害時支援ボランティアの具体的な活動内容は、杉並消
防署及び荻窪消防署が行う応急活動・復旧活動の範囲内で次のとお
り。
・応急救護活動　　・後方支援活動　　・消防用設備等の機能確保
支援
・危険物施設等の安全確保支援　　・火災調査支援

（ウ）消防団の活動

（エ）東京消防庁災害時支援ボランティアの活動
東京消防庁災害時支援ボランティア（杉並消防ボランティア・荻窪
消防ボランティア）の具体的な活動内容は、杉並消防署及び荻窪消
防署が行う応急活動・復旧活動の範囲内で次のとおり。
・応急救護活動　　・災害情報提供活動　　・消火活動の支援
・救助・救出活動の支援　・消防用設備等の機能確保支援　　・危
険物施設等の安全確保支援　　・火災調査支援

東京都地域防災計画に準じた修正

24 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第５章　情報通信の確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（１）取組内容 （１）取組内容 東京都地域防災計画に準じた修正
時点更新

26



No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
24 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第５章　情報通信の確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（１）取組内容 （１）取組内容 東京都地域防災計画に準じた修正
時点更新

25 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第５章　情報通信の確保
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（２）取組内容
≪消防署≫
災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に応
じる。

（２）取組内容
≪消防署≫
災害鎮圧後、消防署と消防出張所等のうち、災害の規模に応じて必
要な場所で各種相談等に応じる。

東京都地域防災計画に準じた修正

26 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

１－４　搬送体制
（１）搬送体制
原則として、被災現場から緊急医療救護所等までは区で対応し、医
療機関又は緊急医療救護所等から災害拠点病院等の医療機関までは
区が東京消防庁等の関係機関と連携して対応する。
医療機関や医療救護所で対応できない重症者は、日本DMAT等の医療
従事者による医療搬送を中心とする。搬送車両がない場合は、区が
都保健医療局と連携して調達する。

１－４　搬送体制
（１）搬送体制
原則として、被災現場から緊急医療救護所等までは区で対応し、医
療機関又は緊急医療救護所等から災害拠点病院等の医療機関までは
区が東京消防庁等の関係機関と連携して対応する。
医療機関や医療救護所で対応できない重症者は、日本DMAT等の医療
従事者による医療搬送を中心とする。搬送車両がない場合は、区が
都福祉保健局と連携して調達する。

組織改正に伴い修正

27 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（３）取組内容
ア　保健活動
・都保健医療局と協議のうえ、必要に応じて応援協定に基づき、他
道府県市等に保健活動班の派遣を要請する。

（３）取組内容
ア　保健活動
・都福祉保健局と協議のうえ、必要に応じて応援協定に基づき、他
道府県市等に保健活動班の派遣を要請する。

組織改正に伴い修正

 区分 内容 

東
京
電
力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド 

お客様に対する広報 
1  電気事故防止に関する事項 
  非常災害の発生が予想されるとき、又は非常災害が発生したときは、感電事故及

び漏電による出火等の防止に関する広報を、広報車等により直接当該地域に行う。
また、警戒宣言が発せられた場合は、報道機関を通じて、大規模な地震の発生に
備えるための具体的な電気の安全措置について広報を行う。 

  具体的内容は次による。 
(1)  無断昇柱、無断工事をしないこと。 
(2)  電柱の倒壊折損、電線の断線垂下等設備の異常を発見した場合は、速やかに東

京電力の事業所に通報すること。 
(3)  断線垂下している電線には絶対にさわらないこと。 
(4)  浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気器具等は危険なため使用しない

こと。 
(5)  漏電による事故を防ぐための漏電遮断器の取付を推進する。 
(6)  大規模地震時の電気火災の発生抑止のため、感震ブレーカーを取付すること、

および電気工事店等で点検してから使用することを推奨する。 
(7)  屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること。 
(8)  電気器具を再使用する時は、ガス漏れや器具の安全を確認すること。 
(9)  その他事故防止のために留意すべき事項 

2  停電に備えた自衛手段に関する事項 
  万一に備え、懐中電灯や携帯ラジオ等を用意し点検しておくこと。 

東
京
ガ
ス
グ
ル
ー
プ 

1  広報内容 
  被害地区におけるガス機器の使用上の注意事項、マイコンメーター復帰方法、ガ

スの供給状況、ガス供給停止地区の復旧状況や見通し 
2  広報手段 
  ホームページ・SNS・テレビ･ラジオ・新聞等の広報媒体 
3  広報活動 
  NHK及び民放各社に「マイコンメーター復帰方法の映像」を配布している。大地震

発生時に放送を依頼し、マイコンメーターが作動してガスが止まったお客様が、
ご自身で復帰できる様に、手順をご案内する。 

首
都
高
速
道
路 

1 広報活動 
(1) 被害の状況、応急対策の措置状況等災害に関する正確な情報  
(2) 道路の通行危険個所、交通規制状況あるいは迂回路などの道路交通情報 

2 広報手段 2 広報手段 
(1) 各種道路情報提供設備（標識、情報板、料金所看板等） 
(2) 首都高ホームページ 

 区分 内容 

東
京
電
力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド 

お客さまに対する広報 
1  電気事故防止に関する事項 
  非常災害の発生が予想されるとき、又は非常災害が発生したときは、感電事故及
び漏電による出火等の防止に関する広報を、広報車等により直接当該地域に行う。
また、警戒宣言が発せられた場合は、報道機関を通じて、大規模な地震の発生に備
えるための具体的な電気の安全措置について広報を行う。 

  具体的内容は次による。 
(1) 無断昇柱、無断工事をしないこと。 
(2) 電柱の倒壊折損、電線の断線垂下等設備の異常を発見した場合は、速やかに東

京電力の事業所に通報すること。 
(3) 断線垂下している電線には絶対にさわらないこと。 
(4) 浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気器具等は危険なため使用しない

こと。 
(5) 屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること。 
(6) 電気器具を再使用する時は、ガス漏れや器具の安全を確認すること。 
(7) その他事故防止のために留意すべき事項 

2  停電に備えた自衛手段に関する事項 
  万一に備え、懐中電灯や携帯ラジオ等を用意し点検しておくこと。 

東
京
ガ
ス 

1  広報内容 
  被害地区におけるガス機器の使用上の注意事項、マイコンメーター復帰方法、ガ

スの供給状況、ガス供給停止地区の復旧状況や見通し 
2  広報手段 
  ホームページ・SNS・テレビ･ラジオ・新聞等の広報媒体 
3  広報活動 
  NHK及び民放各社に「マイコンメーター復帰方法の映像」を配布している。大地震

発生時に放送を依頼し、マイコンメーターが作動してガスが止まったお客様が、
ご自身で復帰できる様に、手順をご案内する。 

首
都
高
速
道
路 

1 広報活動 
(1) 応急対策の措置状況 
(2) 交通規制状況 
(3) 避難方法 

2 広報手段 
(1) 各種道路情報提供設備（標識、情報板、料金所看板等） 
(2) 首都高ホームページ 
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
28 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

２　医薬品・医療資器材の供給
（２）医薬品・医療資器材の供給
また、発災後の医薬品等の円滑な調達を図るため、区災害薬事セン
ターを設置するとともに、医薬品等が不足する場合には、区との協
定に基づき医薬品卸売販売会社7社に医薬品等の供給を要請する。
【別冊・資料51～57】
区で医薬品等の調達が困難な場合、都保健医療局に医薬品等の調達
を要請する。
（３）輸血用血液製剤の供給
医療機関から輸血用血液製剤が必要との要請を受けた場合、区は都
保健医療局に供給を要請する。
都は、供給要請に基づき、日赤東京都支部及び各血液センターに供
給要請を行う。都の供給要請があった場合、日赤東京都支部（東京
都赤十字血液センター）と献血供給事業団とが密接な連携の下に供
給を行う。

２　医薬品・医療資器材の供給
（２）医薬品・医療資器材の供給
また、発災後の医薬品等の円滑な調達を図るため、区災害薬事セン
ターを設置するとともに、医薬品等が不足する場合には、区との協
定に基づき医薬品卸売販売会社7社に医薬品等の供給を要請する。
【別冊・資料●●～●●】
区で医薬品等の調達が困難な場合、都福祉保健局に医薬品等の調達
を要請する。
（３）輸血用血液製剤の供給
医療機関から輸血用血液製剤が必要との要請を受けた場合、区は都
福祉保健局に供給を要請する。
都は、供給要請に基づき、日赤東京都支部及び各血液センターに供
給要請を行う。都の供給要請があった場合、日赤東京都支部（東京
都赤十字血液センター）と献血供給事業団とが密接な連携の下に供
給を行う。

組織改正に伴い修正

29 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

【対策内容と役割分担】 【対策内容と役割分担】 組織改正に伴い修正

30 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

４－５　検視・検案
（１）対策内容と役割分担

４－５　検視・検案
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

31 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

２　防疫体制の確立
（１）対策内容と役割分担
・被災戸数及び防疫活動の実施について、都保健医療局に対し、迅
速に連絡する。
・防疫活動の実施にあたって、対応能力が十分でないと認める場合
は、都保健医療局又は地区医師会に協力を要請する。

２　防疫体制の確立
（１）対策内容と役割分担
・被災戸数及び防疫活動の実施について、都福祉保健局に対し、迅
速に連絡する。
・防疫活動の実施にあたって、対応能力が十分でないと認める場合
は、都福祉保健局又は地区医師会に協力を要請する。

組織改正に伴い修正

32 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

イ　感染症対策
・一類・二類感染症等入院対応が必要な感染症が発生した場合や、
勧告入院中の患者に転院の必要が生じた場合など、都保健医療局と
都保健所、杉並保健所は連携して、受入先医療機関の確保及び移
送・搬送手段の確保を行う。
・都保健医療局及び杉並保健所は、被災地や震災救援所における感
染症の発生状況を把握し、評価・分析した情報を提供するととも
に、必要に応じて感染拡大防止に向けた注意喚起を実施する。
・都保健医療局は、インフルエンザや麻しん等の流行状況等を踏ま
え、区に対して、予防接種の実施に関する指導・調整を行う。

イ　感染症対策
・一類・二類感染症等入院対応が必要な感染症が発生した場合や、
勧告入院中の患者に転院の必要が生じた場合など、都福祉保健局と
都保健所、杉並保健所は連携して、受入先医療機関の確保及び移
送・搬送手段の確保を行う。
・都福祉保健局及び杉並保健所は、被災地や震災救援所における感
染症の発生状況を把握し、評価・分析した情報を提供するととも
に、必要に応じて感染拡大防止に向けた注意喚起を実施する。
・都福祉保健局は、インフルエンザや麻しん等の流行状況等を踏ま
え、区に対して、予防接種の実施に関する指導・調整を行う。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
33 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第６章　医療救護・保健等対
策
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

３　火葬
（１）対策内容と役割分担

３　火葬
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

34 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

１　避難誘導
（１）対策内容と役割分担

１　避難誘導
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

35 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（イ）避難指示等の発令 （イ）避難指示等の発令 記載内容が重複のため削除

36 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（ア）震災時の避難誘導 （ア）震災時の避難誘導 東京都地域防災計画に準じた修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
37 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

２　女性等に配慮した震災救援所等の開設・管理運営
（１）対策内容と役割分担

２　女性等に配慮した震災救援所等の開設・管理運営
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

38 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（２）取組内容
ア　震災救援所の開設
（ア）開設
・震災救援所の開設場所は上記によるが、場合によっては都財務局
が調達する資材により一時的に被災者を受け入れる施設を野外に設
置する。この場合、野外受入施設の設置期間は、震災救援所が開設
されるまでの間又は応急仮設住宅等が供与されるまでの間とする。

（２）取組内容
ア　震災救援所の開設
（ア）開設
・震災救援所の開設場所は上記によるが、場合によっては都財務局
が調達する資材により一時的に被災者を受け入れる施設を野外に設
置する。この場合、野外受入施設の設置期間は、震災救援所が開設
されるまでの間又は応急仮設住宅が開設されるまでの間とする。

時点更新

39 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（ウ）開設時期及び期間
・震災救援所を開設したときは、開設状況を速やかに都福祉局及び
警察署、消防署等関係機関に連絡する。

（ウ）開設時期及び期間
・震災救援所を開設したときは、開設状況を速やかに都福祉保健局
及び警察署、消防署等関係機関に連絡する。

組織改正に伴い修正

40 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

イ　第二次救援所の開設及び運営
原則として、被災した区民の救援・救護は震災救援所で行うものと
するが、高齢者、障害者等の災害時要配慮者のうち、震災救援所で
の生活が極めて困難な者について、区が第二次救援所を開設して救
援・救護を行うものとする。
区長は第二次救援所を開設したときは、開設状況を速やかに各震災
救援所のほか、都福祉局及び警察署、消防署等関係機関に連絡す
る。

イ　第二次救援所の開設及び運営
原則として、被災した区民の救援・救護は震災救援所で行うものと
するが、高齢者、障害者等の災害時要配慮者のうち、震災救援所で
の生活が極めて困難な者について、区が第二次救援所を開設して救
援・救護を行うものとする。
区長は第二次救援所を開設したときは、開設状況を速やかに各震災
救援所のほか、都福祉保健局及び警察署、消防署等関係機関に連絡
する。

組織改正に伴い修正

41 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

３　車中泊や臨時的に発生した避難所の対応
（１）対策内容と役割分担

３　車中泊や臨時的に発生した避難所の対応
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

42 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（イ）車中泊者等の状況把握及び都福祉局への報告
区は、駐車スペースのある公園等を巡回し、車中泊等避難所に滞在
することができないと判断した避難者に係る情報の早期把握に努
め、都福祉局に報告する。また、車中泊の避難者を確認した場合、
対象の避難者の情報を災害対策本部に伝達する。

（イ）車中泊者等の状況把握及び都福祉保健局への報告
区は、駐車スペースのある公園等を巡回し、車中泊等避難所に滞在
することができないと判断した避難者に係る情報の早期把握に努
め、都福祉保健局に報告する。また、車中泊の避難者を確認した場
合、対象の避難者の情報を災害対策本部に伝達する。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
43 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

５　動物救護
（１）対策内容と役割分担

５　動物救護
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

44 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

６　被災者の他地区への移送
（１）対策内容と役割分担

６　被災者の他地区への移送
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

45 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第８章　避難者対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（３）取組内容
・区長は、震災救援所に被災者を受け入れることができないとき
は、被災者の他地区（非被災地もしくは小被災地又は隣接県）への
移送について、都知事（都福祉局）及び災害時協定締結区市町村等
へ要請する。なお、災害時協定締結区市町村等と受入れについての
協議した場合、その旨を都知事に報告する。
・被災者の移送方法については、都福祉局が当該区市町村の輸送能
力等を勘案して定め、都本部が調達するバス等を中心に、都交通
局、警視庁、東京消防庁の協力を得て実施するが、区としても車両
の確保について協力するものとする。

（３）取組内容
・区長は、震災救援所に被災者を受け入れることができないとき
は、被災者の他地区（非被災地もしくは小被災地又は隣接県）への
移送について、都知事（都福祉保健局）及び災害時協定締結区市町
村等へ要請する。なお、災害時協定締結区市町村等と受入れについ
ての協議した場合、その旨を都知事に報告する。
・被災者の移送方法については、都福祉保健局が当該区市町村の輸
送能力等を勘案して定め、都本部が調達するバス等を中心に、都交
通局、警視庁、東京消防庁の協力を得て実施するが、区としても車
両の確保について協力するものとする。

組織改正に伴い修正

46 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

１　備蓄物資の供給
（１）対策内容と役割分担

１　備蓄物資の供給
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

47 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（３）取組内容
ア　備蓄食料の配布
・都が区に事前措置している備蓄物資は、都福祉局長の承認を受け
てから給・貸与する。
・必要に応じて、物資調達・輸送調整等支援システムへの入力等に
より、都福祉局に備蓄物資の放出を要請する。

（３）取組内容
ア　備蓄食料の配布
・都が区に事前措置している備蓄物資は、都福祉保健局長の承認を
受けてから給・貸与する。
・必要に応じて、物資調達・輸送調整等支援システムへの入力等に
より、都福祉保健局に備蓄物資の放出を要請する。

組織改正に伴い修正

48 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

イ　生活必需品の配布
生活必需品等の被災者への配布は、食料配布の例により震災救援所
において実施するが、次の点に留意して配布するものとする。
・都が区に事前措置している備蓄物資は、都福祉局長の承認を受け
てから給・貸与する。
・必要に応じて、物資調達・輸送調整等支援システムへの入力等に
より、都福祉局に備蓄物資の放出を要請する。

イ　生活必需品の配布
生活必需品等の被災者への配布は、食料配布の例により震災救援所
において実施するが、次の点に留意して配布するものとする。
・都が区に事前措置している備蓄物資は、都福祉保健局長の承認を
受けてから給・貸与する。
・必要に応じて、物資調達・輸送調整等支援システムへの入力等に
より、都福祉保健局に備蓄物資の放出を要請する。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
49 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（イ）都の給水体制
建物や水道施設の被害状況等を踏まえ、適時適切に応急給水計画を
策定し、区との役割分担に基づいた段階的な応急給水を実施する。

（イ）都の給水体制
建物や水道施設の被害状況等を踏まえ、適時適切に応急給水計画を
策定し、区との役割分担に基づいた段階的な応急給水を実施する。

より適切な記述に修正

50 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

４　支援物資の調達要請
（１）対策内容と役割分担

４　支援物資の調達要請
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

51 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（イ）支援物資の調達要請先の決定
災害救助法適用後、食料、生活必需品等の給・貸与の必要が生じた
ときは、状況により、支援物資の調達を都福祉局に物資調達・輸送
調整等支援システムにより要請する。また、必要に応じて、スクラ
ム自治体へ支援物資の調達を要請する。さらに、被災の状況によ
り、現地調達が適当と認められる場合については、協定締結先等へ
依頼し、現地調達する。
区は、杉並区商店会連合会、杉並区商店街振興組合連合会、スー
パーマーケット等と支援物資の優先供給等の協力に関する協定を締
結している。【別冊・資料183～191】

（イ）支援物資の調達要請先の決定
災害救助法適用後、食料、生活必需品等の給・貸与の必要が生じた
ときは、状況により、支援物資の調達を都福祉保健局に物資調達・
輸送調整等支援システムにより要請する。また、必要に応じて、ス
クラム自治体へ支援物資の調達を要請する。さらに、被災の状況に
より、現地調達が適当と認められる場合については、協定締結先等
へ依頼し、現地調達する。
区は、杉並区商店会連合会、杉並区商店街振興組合連合会、スー
パーマーケット等と支援物資の優先供給等の協力に関する協定を締
結している。【別冊・資料●●～●●】

組織改正に伴い修正

52 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

２　炊き出し

【炊き出しの実施又は要請】

２　炊き出し

【炊き出しの実施又は要請】

組織改正に伴い修正

53 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

３－１　防疫活動
（３）感染症の発生
・感染症が発生したときは、直ちに医療救護部及び区本部に通報す
る。また、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」等に基づく措置を講ずる。
・医療機関への搬送体制を整えるとともに、都保健医療局に通報す
る。
（４）協力要請
防疫活動の実施にあたり、区だけでは対応できないと認めるとき
は、東京都保健医療局又は杉並区医師会等に協力を要請するものと
する。

３－１　防疫活動
（３）感染症の発生
・感染症が発生したときは、直ちに医療救護部及び区本部に通報す
る。また、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」等に基づく措置を講ずる。
・医療機関への搬送体制を整えるとともに、都福祉保健局に通報す
る。
（４）協力要請
防疫活動の実施にあたり、区だけでは対応できないと認めるとき
は、東京都福祉保健局又は杉並区医師会等に協力を要請するものと
する。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
54 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

３－２　防疫用機材等
初期防疫活動に使用するため、区は防疫用機材（エンジンスプレー
及び手押式肩掛けスプレー）を備蓄する。また、防疫（消毒）用機
材等で不足する場合には、杉並区薬剤師会に協力を求めて調達し、
さらに不足する場合には、都保健医療局に要請する。

３－２　防疫用機材等
初期防疫活動に使用するため、区は防疫用機材（エンジンスプレー
及び手押式肩掛けスプレー）を備蓄する。また、防疫（消毒）用機
材等で不足する場合には、杉並区薬剤師会に協力を求めて調達し、
さらに不足する場合には、都福祉保健局に要請する。

組織改正に伴い修正

55 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

５　支援物資の輸送
（１）対策内容と役割分担

（２）取組内容
救援部物資班は、地域内輸送拠点を指定し、都福祉局に報告する。
また、道路等の被害状況の情報を災対総務部と共有しながら、支援
物資の輸送調整を行う。輸送経路図は次ページのとおり。
支援物資の仕分け、受入れ等は、区災害対策本部救援部物資班及び
救援隊本隊が中心となり行うが、災害規模の拡大等により人員の不
足が生じる場合には、受援班の指示に基づき、他の災対各部の応援
要請、他自治体からの応援及び防災市民組織、ボランティア等の協
力によって対応する。

５　支援物資の輸送
（１）対策内容と役割分担

（２）取組内容
救援部物資班は、地域内輸送拠点を指定し、都福祉保健局に報告す
る。また、道路等の被害状況の情報を災対総務部と共有しながら、
支援物資の輸送調整を行う。輸送経路図は次ページのとおり。
支援物資の仕分け、受入れ等は、区災害対策本部救援部物資班及び
救援隊本隊が中心となり行うが、災害規模の拡大等により人員の不
足が生じる場合には、受援班の指示に基づき、他の災対各部の応援
要請、他自治体からの応援及び防災市民組織、ボランティア等の協
力によって対応する。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要

57 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１０章　放射性物質対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

２　区民への情報提供等
（１）対策内容と役割分担

２　区民への情報提供等
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

58 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１０章　放射性物質対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

３　放射線等使用施設の応急措置
（１）対策内容と役割分担

３　放射線等使用施設の応急措置
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

56 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第９章　物流・備蓄・輸送対
策の推進
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

５　支援物資の輸送
（２）取組内容

イ）国、都、他府県からの支援物資は、原則、都福祉局が地域内輸
送拠点まで輸送する。地域内輸送拠点にて支援物資を受け入れる際
には、受取りや配分作業に係る要員の確保が必要となる。そのた
め、区災害対策本部救援部は、必要に応じて人員の確保を行う。

５　支援物資の輸送
（２）取組内容

イ）国、都、他府県からの支援物資は、原則、都福祉保健局が地域
内輸送拠点まで輸送する。地域内輸送拠点にて支援物資を受け入れ
る際には、受取りや配分作業に係る要員の確保が必要となる。その
ため、区災害対策本部救援部は、必要に応じて人員の確保を行う。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
59 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１０章　放射性物質対策
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

（２）取組内容
≪都保健医療局≫
都保健医療局は、RI使用病院での被害が発生した場合、当該施設か
ら応援要請があった場合、RI管理測定班を編成して、警戒区域外に
おける放射線の測定、当該医療機関における、入院患者等の安全性
の確保並びに当該患者等の放射線不安への対応を行う。

（２）取組内容
≪都福祉保健局及び都病院経営本部≫
都福祉保健局及び都病院経営本部は、RI使用病院での被害が発生し
た場合、当該施設から応援要請があった場合、RI管理測定班を編成
して、警戒区域外における放射線の測定、当該医療機関における、
入院患者等の安全性の確保並びに当該患者等の放射線不安への対応
を行う。

組織改正に伴い修正

60 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１０章　放射性物質対策
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

１　保健医療活動
（１）対策内容と役割分担

１　保健医療活動
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

61 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

４　義援金の募集検討及び決定
（１）対策内容と役割分担

４　義援金の募集検討及び決定
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

62 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第１節　具体的な取組　【応
急対策】

イ　義援金の募集等に関する情報共有
区は、都総務局、都福祉局、日赤東京都支部等と義援金の募集や受
付状況の情報を共有する。

イ　義援金の募集等に関する情報共有
区は、都総務局、都福祉保健局、日赤東京都支部等と義援金の募集
や受付状況の情報を共有する。

組織改正に伴い修正

63 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

１　被災住宅の応急修理
（２）取組内容
ア　応急修理の対象者
（ア）住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理
災害のため住家が半壊（焼）又はこれらに準ずる程度の損傷を受
け、雨水の侵入等を放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある
者とする。
（イ）日常生活に必要な最小限度の部分の修理
災害のため住家が半壊（焼）若しくはこれらに準ずる程度の損傷を
受け、自らの資力では応急修理ができない者及び大規模な補修を行
わなければ居住することが困難で、ある程度に住家が半壊した者と
する。
ウ　修理の方法
（ア）住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理
災害救助法適用の場合、都が応急修理に関する協定締結団体と調整
のうえ、応急修理を行う業者のリストを作成する。区は、リストよ
り業者を指定し、住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が
必要な部分に対し、合成樹脂シート、ロープ、土のう等を用いて修
理を行う。
（イ）日常生活に必要な最小限度の部分の修理
災害救助法適用の場合、都が応急修理に関する協定締結団体と調整
のうえ、応急修理を行う業者のリストを作成する。区は、リストよ
り業者を指定し、居室、炊事場、トイレ等日常生活に必要最小限度
の部分の修理を行う。
なお、（ア）（イ）に関する事項に同法が適用されない場合は、区
が区内業者の協力により実施する。被災住宅の応急修理の方法は同
法適用の場合に準ずるものとし、建設事業団体等との協定に基づ
き、被災住宅の応急修理に対する支援を行う。【別冊・資料206】

１　被災住宅の応急修理
（２）取組内容
ア　応急修理の対象者
災害のため住家が半壊（焼）若しくはこれらに準ずる程度の損傷を
受け、自らの資力では応急修理ができない者及び大規模な補修を行
わなければ居住することが困難で、ある程度に住家が半壊した者と
する。
ウ　修理の方法
災害救助法適用の場合、都が応急修理に関する協定締結団体と調整
のうえ、応急修理を行う業者のリストを作成する。区は、リストよ
り業者を指定し、居室、炊事場、トイレ等生活上欠くことのできな
い部分の修理を行う。
なお、同法が適用されない場合は、区が区内業者の協力により実施
する。被災住宅の応急修理の方法は同法適用の場合に準ずるものと
し、建設事業団体等との協定に基づき、被災住宅の応急修理に対す
る支援を行う。【別冊・資料●●】
オ　工事の期間
災害救助法適用による応急修理は、原則として、災害発生の日から3
か月以内に完了しなければならない。（国の災害対策本部が設置さ
れた災害においては6か月以内に完了）

時点更新
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
64 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

オ　工事の期間
（ア）住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理
災害救助法適用による住家の被害の拡大を防止するための緊急の修
理は、原則として、災害発生の日から10日以内に完了しなければな
らない。
（イ）日常生活に必要な最小限度の部分の修理
災害救助法適用による日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、
原則として、災害発生の日から3か月以内に完了しなければならな
い。（国の災害対策本部が設置された災害においては6か月以内に完
了）

オ　工事の期間
災害救助法適用による応急修理は、原則として、災害発生の日から3
か月以内に完了しなければならない。（国の災害対策本部が設置さ
れた災害においては6か月以内に完了）

時点更新

65 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

２　応急仮設住宅等の供与
（２）取組内容
ア　応急仮設住宅等の提供
（イ）賃貸型応急住宅の供給・建設型応急仮設住宅の供給可能量の
限界を考慮し、空室のある民間賃貸住宅への入居を促進するための
支援方法を整理する。なお、都は関係団体と協力し、借上げにより
民間賃貸住宅を被災者に提供し、区はこれに協力する。
（ウ）建設型応急住宅の建設・管理
a　設置主体
建設型応急住宅の設置は、災害救助法が適用される場合は都が行
い、区はこれに協力する。ただし、災害救助法が適用されないと
き、又は区長が特に必要と認めたときは、区において設置する。
b  設置
・都が関係団体と協力して仮設住宅を建設し、被災者に提供する。
・区は、都から委任を受けた場合、建設型応急住宅の建設に伴う工
事の監督を実施する。
c  設置基準・構造
・規模及び費用
1戸当たりの面積は災害救助法の定める面積を基準とし、地域の実
情、世帯構成等に応じて、都が設定する。
1戸当たりの設置費用についても、災害救助法の定める基準による。
・型式
原則として平屋建て・2階建ての軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハ
ブ、木造又はユニットを標準とし、災害の状況に応じて、その他構
造を選定する。必要に応じて、高齢者や障害者世帯に配慮した設
備・構造の住宅とする。また、入居後のケアについては、保健福祉
部が対処する。

２　応急仮設住宅等の供与
（２）取組内容
ア　応急仮設住宅等の提供
（イ）賃貸型応急住宅の供給
・応急仮設住宅の供給可能量の限界を考慮し、空室のある民間賃貸
住宅への入居を促進するための支援方法を整理する。なお、都は関
係団体と協力し、借上げにより民間賃貸住宅を被災者に提供し、区
はこれに協力する。
（ウ）入居資格等
・入居資格
原則として、応急仮設住宅の入居資格に準じて行う。
・入居者の募集・選定
原則として、応急仮設住宅の入居者の募集、選定に準じて行う。
（エ）帳票の整備
応急仮設住宅の供給に伴い、区は入居者の管理のため、必要な帳票
を整備する。
イ　建設型応急住宅の建設・管理
（ア）設置主体
建設型応急住宅の設置は、災害救助法が適用される場合は都が行
い、区はこれに協力する。ただし、災害救助法が適用されないと
き、又は区長が特に必要と認めたときは、区において設置する。
（イ）設置
・都が関係団体と協力して仮設住宅を建設し、被災者に提供する。
・区は、都から委任を受けた場合、建設型応急住宅の建設に伴う工
事の監督を実施する。
（ウ）設置基準・構造
・規模及び費用
1戸当たりの面積は災害救助法の定める面積を基準とし、地域の実
情、世帯構成等に応じて、都が設定する。【別冊・資料●●】
1戸当たりの設置費用についても、災害救助法の定める基準による。
・型式
原則として平屋建て・2階建ての軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハ
ブ、木造又はユニットを標準とし、災害の状況に応じて、その他構
造を選定する。必要に応じて、高齢者や障害者世帯に配慮した設
備・構造の住宅とする。また、入居後のケアについては、保健福祉
部が対処する。

より適切な記述に修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
66 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

d　管理
・災害救助法が適用され、都が設置する応急仮設住宅の管理につい
ては、原則として、都が行い、区はこれに協力する。また、都が借
り上げにより確保する民間賃貸住宅及び、区営住宅等の公的住宅の
管理は、それぞれの供給主体が行う。
・同法が適用されない場合に区が設置するものについては、同法が
適用された場合に準ずるものとする。入居者管理等は、区が行う。
・災害救助法適用による応急仮設住宅の供与できる期間は、内閣総
理大臣が定める基準に従い、あらかじめ知事が定める。なお、同法
が適用されない場合に区が設置するものについては、同法が適用さ
れた場合に準ずるものとする。
e  その他
区は、東京消防庁が策定する防火安全対策について、入居者に対し
指導する。
イ　入居者の選定
（ア）入居資格
対象者は次に掲げる各号のすべてに該当する者のほか、都知事が必
要と認める者とする。ただし、使用申し込みは一世帯一か所限りと
する。
・住家が全壊、全焼又は流失した者
・居住する住家がない者
・自らの資力では住家を確保することができない者
ウ　帳票の整備
応急仮設住宅等の供給に伴い、区は入居者の管理のため、必要な帳
票を整備する。

（エ）管理
・災害救助法が適用され、都が設置する応急仮設住宅の管理につい
ては、原則として、都が都営住宅の管理に準じて行い、区はこれに
協力する。また、都が借り上げにより確保する民間賃貸住宅及び、
区営住宅等の公的住宅の管理は、それぞれの供給主体が行う。
・同法が適用されない場合に区が設置するものについては、同法が
適用された場合に準ずるものとする。入居者管理等は、区が行う。
・災害救助法適用による応急仮設住宅の供与できる期間は、内閣総
理大臣が定める基準に従い、あらかじめ知事が定める。なお、同法
が適用されない場合に区が設置するものについては、同法が適用さ
れた場合に準ずるものとする。
（オ）その他
区は、東京消防庁が策定する防火安全対策について、入居者に対し
指導する。
ウ　入居者の選定
（ア）入居資格
対象者は次に掲げる各号のすべてに該当する者とする。ただし、使
用申し込みは一世帯一か所限りとする。
・住家が全壊、全焼又は流失した者
・居住する住家がない者
・自らの資力では住家を確保することができない者
・都知事が必要と認める者
（イ）入居者の募集・選定
・都の依頼を受け、区が入居者の選定を実施する。入居者の選定
は、都が策定する基準に基づくものとする。なお、区は高齢者、障
害者、ひとり親家庭等の優先を原則とし、生活条件等を考慮するも
のとする。入居者募集計画は被災状況に応じ都が策定し、区に住宅
を割り当てる。
・割り当てに際しては、原則として各区市町村の行政区域内におけ
る必要戸数の確保が困難な場合を想定し、都が区市町村との調整を
踏まえ、広域的に割り当てる。

より適切な記述に修正

67 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

３　被災者の生活相談等の支援
（１）対策内容と役割分担

３　被災者の生活相談等の支援
（１）対策内容と役割分担

組織改正に伴い修正

68 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

イ　消防署による各種相談の受付
被災者に対して、出火防止として次のような指導を行う。
・被災建物、仮設建物及び震災救援所等における火災予防対策の徹
底
・電気、都市ガス等の機能停止に伴う火気使用形態の変化に対応し
た出火防止及び機能復旧時における出火防止対策の徹底
・危険物施設等で余震に対する警戒体制、構造、設備に関する点検
等の強化

イ　消防署による各種相談の受付
地震後における出火防止を図るため次のような指導を行うととも
に、消防署と消防出張所等に災害の規模に応じて各種相談に応じ
る。
・被災建物、仮設建物及び震災救援所等における火災予防対策の徹
底
・電気、都市ガス等の機能停止に伴う火気使用形態の変化に対応し
た出火防止及び機能復旧時における出火防止対策の徹底
・危険物施設等で余震に対する警戒体制、構造、設備に関する点検
等の強化

東京都地域防災計画に準じた修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
69 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

４　住家被害認定調査の開始とり災証明書の発行準備
（１）対策内容と役割分担

４　住家被害認定調査の開始とり災証明書の発行準備
（１）対策内容と役割分担

東京都地域防災計画に準じた修正

70 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

（オ）消防署との連携
火災による被害状況に係るり災証明書を交付するために消防署と必
要な情報の共有を図る。

（オ）消防署との連携
火災による被害状況に係るり災証明書を、消防署が交付するために
必要な情報の共有を図る。

東京都地域防災計画に準じた修正

71 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

イ　義援金の保管
・都委員会から配分される義援金を受け入れるため、普通預金口座
を開設し、都福祉局に報告する。

イ　義援金の保管
・都委員会から配分される義援金を受け入れるため、普通預金口座
を開設し、都福祉保健局に報告する。

組織改正に伴い修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
72 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

６　被災者の生活再建資金援助等
６－１　災害援護資金等の貸付
（１）資金の貸与

６　被災者の生活再建資金援助等
６－１　災害援護資金等の貸付
（１）資金の貸与

組織改正に伴い修正
より適切な記述に修正

73 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

組織改正に伴い修正
より適切な記述に修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
74 第１部　施策ごとの具体的計

画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

１０　中小企業への融資
（２）取組内容
イ　中小企業への融資

１０　中小企業への融資
（２）取組内容
イ　中小企業への融資
※1 　災害を受けた中小企業の既往の債務の返済について、期間延
長の取扱が行われることがある。
※2 　利率等変更される場合がある。

より適切な記述に修正
誤記修正

75 第１部　施策ごとの具体的計
画（応急・復旧計画）
第１１章　住民の生活の早期
再建
第２節　具体的な取組　【復
旧対策】

１１　農林漁業関係者への融資 １１　農林漁業関係者への融資
（１）日本政策金融公庫による融資

誤記修正

76 第２部　災害復興計画
第３章　震災復興計画の策定
第３節　特定分野計画の策定

２　住宅の復興
（１）住宅の供給可能量・供給量の算定
区は、住宅被災度区分判定により取壊し、又は補修・補強と判定さ
れた区営住宅等の供給可能戸数を調査し、都住宅政策本部に報告す
る。

２　住宅の復興
（１）住宅の供給可能量・供給量の算定
区は、住宅被災度区分判定により取壊し、又は補修・補強と判定さ
れた区営住宅等の供給可能戸数を調査し、都都市整備局に報告す
る。

組織改正に伴い修正

77 第３部　南海トラフ地震等防
災対策
第３章　南海トラフ地震に関
連する情報が発表された場合
の対応
第１節　南海トラフ地震臨時
情報の発表時の対応

第１節　南海トラフ地震臨時情報の発表時の対応
１　南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合

第１節　南海トラフ地震臨時情報の発表時の対応
１　南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合

時点更新
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要
78 第３部　南海トラフ地震等防

災対策
第３章　南海トラフ地震に関
連する情報が発表された場合
の対応
第１節　南海トラフ地震臨時
情報の発表時の対応

２　防災対応等を示すキーワードが付記された南海トラフ地震臨時
情報が発表された場合

２　防災対応等を示すキーワードが付記された南海トラフ地震臨時
情報が発表された場合

より適切な記述に修正

79 第３部　南海トラフ地震等防
災対策
第３章　南海トラフ地震に関
連する情報が発表された場合
の対応
第１節　南海トラフ地震臨時
情報の発表時の対応

４　南海トラフ地震臨時情報の広報 ４　南海トラフ地震臨時情報の広報 より適切な記述に修正

80 第４部　降灰対策
第２章　具体的な取組【予防
対策】
第１節　防災知識の普及啓発
等

１　区民、事業者等への普及啓発
区は、区民、事業者等に対して次の内容を降灰対策の防災知識とし
て啓発する。
・気象庁が発表する噴火警報、噴火警報レベル、降灰予報等の促進

１　区民、事業者等への普及啓発
区は、区民、事業者等に対して次の内容を降灰対策の防災知識とし
て啓発する。
・気象庁が発表する火山の噴火警報、噴火予報、降灰予報等の促進

より適切な記述に修正

81 第４部　降灰対策
第３章　具体的な取組【応急
対策】
第２節　降灰情報等の収集及
び伝達

第２節　降灰情報等の収集及び伝達
区は、降灰による被害発生時において、円滑な応急対策活動を実施
するため、各防災機関の緊密な連携のもと、降灰による被害に関す
る情報を的確かつ迅速に把握する。
なお、降灰の情報は、気象庁地震火山部火山監視課火山監視・警報
センターで取りまとめ、「富士山の火山活動解説資料」として伝達
される。

第２節　降灰情報等の収集及び伝達
区は、降灰による被害発生時において、円滑な応急対策活動を実施
するため、各防災機関の緊密な連携のもと、降灰による被害に関す
る情報を的確かつ迅速に把握する。
なお、降灰の情報は、気象庁地震火山部火山課火山監視・警報セン
ターで取りまとめ、「富士山の火山活動解説資料」として伝達され
る。

組織改正に伴い修正

82 第４部　降灰対策
第３章　具体的な取組【応急
対策】
第８節　ライフライン施設等
の応急・復旧対策

第８節　ライフライン施設等の応急・復旧対策
電気、水道、電話等の施設は、日常生活の基幹を成すものであり、
これらの施設が被災した場合、その影響は極めて大きいため、これ
らの施設においてそれぞれの活動体制を確立し、応急対策活動を迅
速に実施する。

第８節　ライフライン施設等の応急・復旧対策
電気、水道、電話等の施設は、日常生活の基幹を成すものであり、
これらの施設が被災した場合、その影響は極めて大きいため、これ
らの施設においてそれぞれの活動体制を確立し、応急対策活動を迅
速に実施する。
なお、都市ガス施設の大半を占めるガス管は、道路下に埋設されて
いるため、降灰の影響を受けない。

より適切な記述に修正

83 第４部　降灰対策
第３章　具体的な取組【応急
対策】
第８節　ライフライン施設等
の応急・復旧対策

イ　災害時における危険予防措置
円滑な防災活動のため、警察、消防機関等から送電停止の要請が
あった場合には、送電停止等の適切な危険予防措置を講ずる。

イ　災害時における危険予防措置
水害及び火災の拡大等に伴い円滑な防災活動のため、警察、消防機
関等から送電停止の要請があった場合には、送電停止等の適切な危
険予防措置を講ずる。

東京都地域防災計画に準じた修正
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No. 計画該当箇所 計画新記載 計画旧記載 意見概要

1 資料編 区民等の意見提出手続による意見を踏まえ、追加修
正

杉並区地域防災計画（令和６年修正）（案）の修正箇所一覧　資料編

感震ブレーカー設置状況一覧 

令和 6年 1月 31日現在 

町丁目 設置台数※ 町丁目 設置台数※ 町丁目 設置台数※ 町丁目 設置台数※ 

井 草 本天沼 松ノ木 成田東 

 1 16  1 56  1 11  1 111 

2 24 2 43 2 32 2 36 

3 5 3 25 3 27 3 51 

4 12 天 沼 大 宮 4 50 

5 22  1 81  1 79 5 50 

上井草 2 44 2 134 成田西 

 1 18 3 33 梅 里  1 18 

2 43 阿佐谷北  1 19 2 18 

3 31  1 73 2 33 3 11 

4 9 2 59 久我山 4 8 

下井草 3 118  1 60 荻 窪 

 1 13 4 63 2 72  1 23 

2 28 5 125 3 73 2 36 

3 21 6 70 4 38 3 52 

4 22 阿佐谷南 5 39 4 22 

5 8  1 142 高井戸西 5 9 

善福寺 2 96  1 48 南荻窪 

 1 36 3 51 2 19  1 24 

2 30 高円寺北 3 22 2 30 

3 12  1 21 上高井戸 3 25 

4 12 2 65  1 20 4 17 

今 川 3 95 2 7 西荻南 

 1 7 4 66 3 8  1 14 

2 10 高円寺南 永 福 2 12 

3 22  1 50  1 21 3 10 

4 24 2 131 2 32 4 18 

桃 井 3 133 3 15 松 庵 

 1 18 4 95 4 16  1 33 

2 13 5 42 浜田山 2 23 

3 7 和 田  1 26 3 28 

4 14  1 44 2 9 宮 前 

西荻北 2 29 3 15  1 11 

 1 5 3 269 4 18 2 55 

2 23 方 南 下高井戸 3 16 

3 31  1 103  1 34 4 26 

4 51 2 30 2 28 5 30 

5 17 和 泉 3 55  

上 荻  1 23 4 89 

 1 5 2 113 5 96 

2 30 3 46 高井戸東 

3 23 4 79  1 15 

4 25 堀ノ内 2 9 

清 水  1 27 3 35 

 1 20 2 89 4 40 

2 14 3 105  

3 28  合 計 5,644 

   ※感震ブレーカー設置支援事業による設置台数 
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